
成果目標である農業用機械等の整備への支援について、目標２地区に対し、実績１地区と未達成となっている。
達成できなかった主な理由は、市町村との計画調整に時間を要し事業実施が困難となったことによるものである。

５％以上増加
【R８年度成果目標】
令和５年度で整備した受益農家（花き）の生
産量増加

目　標 - - - -

- - １地区 ２地区 -

進
捗
状
況
説
明

農業用機械等の整備への支援については、自動結束ロボット付き選花機（キク）、加温機等（マンゴー）を整備したが、他１地
区が計画内容の調整に時間を要し、実施できなかった。目標３地区に対して実績２地区と未達成となった。
園芸産地生産体制の現地実態調については、委託業者へ事業の進捗を定期的に確認し、目標値を達成した。

成果目標
（指標）

及び達成状況

R5成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
R3年度 R4年度 R5年度

目標値
（R８年度）

農業用機械等の整備への支援
目　標 - - ２地区 ３地区 ３地区

実　績

達
成
状
況
説
明

園芸産地生産体制の現地実態調査
目　標 - - ３件 ３件

実　績 - - ３件

予算の状況の説明
・執行率は87.8％であり、補助事業１地区について計画内容の調整に時間を要し実施できなかったことか
ら、執行残が発生した。

活動目標
（指標）

及び進捗状況

R5活動目標（指標）
進捗状況

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

農業用機械等の整備への支援

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 - - ２地区 ３地区

実　績 - - １地区 ２地区

３件

執行率（％）(B/A) 82.5% 87.8%

Ｃ．次年度繰越額 0 0 0

うち交付金充当額 18,964 32,845

46,743

Ｂ．執行済額 23,705 41,056

Ａ．計(b+d) 0 0 28,740 0

(d)前年度繰越額

46,743

(c)増減額(b-a) 0 0 0 0 0

R5年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 28,740 46,743

(b)予算現額

　R3年度 R3年度（繰越） R4年度 R4年度（繰越）

28,740

事業内容
園芸産地に対し、生産拡大に向けた収穫機等機械整備に対する補助事業を行うとともに、今後の機械化体系構築のための現地実
態調査を行う。

効果発現年度 　　■当年度　　　　　■後年度（令和６年度）

実施方法  　 □直接実施　　　　■委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

農林水産部　園芸振興課
事業実施

（予定）年度
H24～R6 年度 沖縄振興基本方針

該当箇所

R5-No.73

令和５年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

73 園芸産地生産支援事業 新沖縄21世紀ビジョン
基本計画該当箇所

（第４章）

3-⑺-ｱ-①

野菜・果樹・花き類等の生産振
興

担当部課名
Ⅲ－１－（６）



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
○委託事業者は、前年度にプロポーザル方式により複数
年度に係る企画提案を評価、選定した業者との契約であ
り、妥当であったと考えている。
○補助事業は、交付要綱、実施要領、事業計画等を精査し
た上で、実施地区を選定しており、妥当であったと考えてい
る。
○交付要綱で事業実施主体への補助率(80%)が定められて
おり、負担関係は妥当であった。
○補助金は、額の確定時において、事業目的達成の観点
から現場確認及び支出等に関する書類により確認、委託料
は、費目・使途が目的達成の観点から必要なものなのか等
について額の確定時において支出等に関する書類により
確認、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○

11,188

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

52,244 41,056 32,845 8,211 0 0

今後の取り組み方針

・野菜、果樹、花きの生産拡大に向けて、引き続き機械化の推進が必要なため、市町村をはじめ関係機関との連携を強化した取組による早期執行
を図るよう努める。
・前年度までに検証した機械について事例集を活用した普及に務めるとともに、新たな候補の選定を行い、さらなる機械化促進を目指す。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

R5-No.73

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・補助事業について、事業計画作成にむけた市町村等との調整に時間
を要する状況があった。
・機械化体系構築を目指した実態調査および先進事例調査の結果より、
導入候補を選定することができた。

・市町村や農業団体、普及機関等で構成される産地協議会等を積極
的に活用し、事業計画に係る調整の円滑化を図る。
・農作業機械化については、過年度に検証した品目以外にも要望が
あることから、農業団体、生産者、試験研究機関等と連携し、機械化
体系の新たな導入候補の検証を行う必要がある。

沖縄県

交付対象
事業費

32,845千円

事務費
226千円

補助金
29,833千円

今帰仁村 19,680千円（1地区）

交付対象外経費

7,380千円

農業機械等

整備に係る

経費の補助

園芸産地生産体制の

現地実態調査

沖縄県花卉園芸

農業協同組合
19,680千円
（１地区）

委託料
10,996千円

（株）流通研究所
10,996千円

旅費・需用費

組合負担分

（交付対象外経費）

7,380千円

豊見城市 10,153千円（1地区）

交付対象外経費

農業機械等

整備に係る

経費の補助

沖縄県農業協同組合
10,153千円
（１地区）

組合負担分

（交付対象外経費）



熱帯果樹優良種苗供給体制構築のため県育成品種（パインアップル）の種苗増殖の実践等を1件行った。

1件
【R７成果目標】
パインアップル新品種の種苗生産供給体制
の自走

目　標 - - - -

- 1件 1件 1件 -

進
捗
状
況
説
明

熱帯果樹優良種苗供給体制構築のため県育成品種（パインアップル）の種苗増殖の実践等を1件行った。

成果目標
（指標）

及び達成状況

R5成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
R3年度 R4年度 R5年度

目標値
（R7年度）

熱帯果樹優良種苗生産供給体制の整備
目　標 - 1件 1件 1件 -

実　績

達
成
状
況
説
明

予算の状況の説明
執行率は、99%であり、使用量及び賃借料、需用費、旅費等の経費節減による不用額が発生したものであ
る。

活動目標
（指標）

及び進捗状況

R5活動目標（指標）
進捗状況

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

熱帯果樹種苗生産供給体制の整備
（Ｒ2、3：ピタヤ、Ｒ4、5：パインアップル）

予算額・
執行額

【単位:千円】

0

目　標 1件 1件 1件

実　績 1件 1件 1件

執行率（％）(B/A) 95.1% 99.1% 99.0%

Ｃ．次年度繰越額 0 0 0 0

うち交付金充当額 7,631 4,710 4,753

6,000

Ｂ．執行済額 9,539 5,888 5,942

Ａ．計(b+d) 10,027 0 5,939 0

(d)前年度繰越額

6,000

(c)増減額(b-a) 0 0 0 0 0

R5年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 10,027 0 5,939 0 6,000

(b)予算現額 10,027

　R3年度 R3年度（繰越） R4年度 R4年度（繰越）

0 5,939

事業内容 パインアップル登録品種の種苗生産および供給体制を検証するとともに、課題を抽出し自走に向けた整備を行う

効果発現年度 　　□当年度　　　　　■後年度（R７年度）

実施方法  　 □直接実施　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

農林水産部　園芸振興課
事業実施

（予定）年度
H27～R5 年度 沖縄振興基本方針

該当箇所

R5-No.74

令和５年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

74 熱帯果樹優良種苗供給実証事業 新沖縄21世紀ビジョン
基本計画該当箇所

（第４章）

3-⑺-ｱ-①

野菜・果樹・花き類等の生産振
興

担当部課名
Ⅲ－１－（６）



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○委託事業者はパインアップル生産部会や育苗施設
を有しており、種苗増殖体制が整っている等、適用基
準を満たしているため、随意契約により締結した。

○費目・使途については事業目的の達成の観点から
必要なものなのか等について、額の確定時において
支出等に関する書類により確認、適切であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○

0

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

5,942 5,942 4,753 1,189 0 0

今後の取り組み方針

①生産実証に向けた供給体制の整備を円滑に進めるため、年度初めに当課所管事業の説明会や果樹担当者会議において協力を呼びかける。
②種苗会社や関係機関等と連携しながら種苗配付体制の整備を図る。
③種苗法改正の最新動向を関係機関と共有する。
④各産地において、生食用および加工用パインアップルの種苗を増殖・普及することにより、産地力を強化し、おきなわブランドの確立を図る。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

R5-No.74

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

種苗法改正（登録品種の自家増殖許諾制の導入）に対応した種苗管理・
増殖体制の整備と周知が必要である。

種苗法改正に伴う県の対応に即した種苗供給体制の整備を行い、体
制の周知と理解の徹底を関係機関および生産者と図っていく必要が
ある。

熱帯果樹優良種苗供給実証事業に係る業
務

沖縄県

交付対象
事業費

5,942千円

沖縄県農業協同組合
5,918千円

委託料
5,918千円

需要費
24千円 消耗品費、燃料費等



③農業経営改善効果モデル事例数
目　標 － １事例 － － －

実　績 － １事例 － － －

②オペレータの研修育成者数
目　標 － 20名 － － －

実　績 － 54名 － － －

①ハーベスタ収穫率については、保有台数396台に対する稼働率119％と利用効率が高く、前年実績を2.5ポイント上回る
87.0％となり、目標以上の実績を達成出来た。
②先端技術の利活用に取り組む農業法人等率については、令和６年３月末時点のさとうきび農業法人数（２３３件）に対し
て、自動操舵システムや経営・生産管理システム等の導入件数が「３４件」となったことで目標以上の実績を達成できた。

活動目標
（指標）

及び進捗状況

④先進技術を利活用するための研修メ
ニューの創設

目　標 － － 1件 －

－ － 1件 －

－ － － 50名

－ － － 62名
進
捗
状
況
説
明

①収穫機械機能向上・強化対策への補助について、事業取下げによる実施件数の減が生じたものの、５市町村（17台）で事
業を実施し、概ね目標を達成出来た。
⑤デジタル技術を活用するオペレータを養成するためのスマート農業技術研修会を５地区で開催し（５回）、参加者が62名と
なり、目標を達成出来た。

実　績

⑤デジタル技術を活用するオペレータ養成者
数

目　標

目　標 － － 5.0% 10.0% 12.0%

実　績 － － 6.3% 14.6%
達
成
状
況
説
明

実　績

87.0%

実　績 － 82.6% 84.5% 87.0%

目　標 － 80.4% 82.6% 84.8%

成果目標
（指標）

及び達成状況

R5成果目標（指標）
基準値

（R3年度）
R3年度 R4年度 R5年度

目標値
（R6年度）

①ハーベスタ収穫率

④先進技術の利活用に取り組む農業法人等
率

1地区 2地区 － －

実　績 2地区 2地区 － －

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 30台 31台 21台 21台

実　績 41台 28台 21台 17台

うち交付金充当額 90,192 60,087 60,136

76,881

Ｂ．執行済額 112,740 75,109

③スマート農業技術の経営改善効果を評価
する運営検討委員会の開催

執行率（％）(B/A) 97.5% 98.3% 97.8%

Ｃ．次年度繰越額 0 0 0 0 0

予算の状況の説明
・さとうきび収穫機械機能向上支援事業補助金における実施申請取下げ（５件、▲16,072千円）に伴い、２月
に減額補正を行った。
・執行率は97.8％となり、概ね計画的に執行出来た。

R5活動目標（指標）
進捗状況

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

①効率的な機能向上・強化対策への支援

②オペレータ確保・技能向上研修会の開催
目　標

75,170

0 0 0

Ａ．計(b+d) 115,690 0 76,389 0

(d)前年度繰越額

76,881

(c)増減額(b-a) 0 0 ▲ 31,399 0 ▲ 16,072

R5年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 115,690 107,788 92,953

(b)予算現額 115,690

　R3年度 R3年度（繰越） R4年度 R4年度（繰越）

76,389

事業内容
　合理的なさとうきびの機械化一貫体系を確立し、基幹作業の受託体制強化による生産性の回復、安定化に向け、より一層の「飛躍
的な省力化、作業効率化」を図るための取組を支援する。

効果発現年度 　　■当年度　　　　　□後年度（　　　　年度）

実施方法  　 □直接実施　　　　■委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

農林水産部　糖業農産課
事業実施

（予定）年度
H27～R6 年度 沖縄振興基本方針

該当箇所

R5-No.78

令和５年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

78 さとうきび機械化一貫体系モデル事業 新沖縄21世紀ビジョン
基本計画該当箇所

（第４章）

3-⑺-ｱ-③

さとうきび等の安定品目の生産
振興

担当部課名
Ⅲ－１－（６）

－－４回－実　績

－－3回以上－目　標



資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○委託事業者は、沖縄県随意契約ガイドラインに基
づき選定しており、妥当である。

○費用・使途は、事業目的達成の観点から額の確定
に伴う事業完了検査時において、書類及び現地確認
を適正に行っている。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

評価 点　検　項　目

R5-No.78

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・他品目と同様に高齢化が進んでいることから、重労働である収穫や植
付作業の委託（機械利用）への要望が高くなっている。
・委託作業の要望が増加していることから、地域における基幹作業受託
体制の強化による安定生産性の持続化を図るため、作業受託者の育成
並びに先端技術を利活用した作業の効率化・省力化が必要である。

・各地区さとうきび増産計画プロジェクト会議等関係機関が情報共有
する場で、効率的・計画的な高性能農業機械導入とスマート農業技術
の活用について協議する。
・スマート農業技術の普及が進展している水稲等を参考に、さとうきび
で活用可能な技術の検証等を行うことで、先端技術の導入や普及、
利活用可能な人材育成に向けた研修会実施等の取組を推進する。

今後の取り組み方針

102,723 75,170 60,136 15,034 0 0 27,553

うち市町村
負担金

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県
負担金

その他

・各地区さとうきび増産プロジェクト会議等関係機関が情報を共有する場で、地域の合意及び効率的・計画的な高性能農業機械導入等について協
議する。
・さとうきびにかかる地域毎の会議において、収穫機械化により生じた課題を協議し、具体的対策（株出管理展示ほ設置等）の実施により、生産性の
維持向上を目指す。
・水稲で利活用が普及している農薬散布用ドローンに関しては、さとうきびにも応用が可能であることから、令和６年度のスマート農業技術研修会の
カリキュラムとして取り上げ、ドローンの利活用が可能な人材育成を推進する予定。

性能評価調査に係る報酬

沖縄県

交付対象
事業費

75,170千円

委託料
8,378千円

交付対象外経費

1,485千円

収穫機械機能向上・強
化対策への補助伊平屋村

作業受託組織

１件 3,960千円

事務費
2,153千円

職員手当等、共済費、旅費、需用
費、使用料及び賃借料

交付対象外経費

1,630千円

収穫機械機能向上・強
化対策への補助うるま市

作業受託組織

１件 3,435千円

交付対象外経費

21,324千円

収穫機械機能向上・強
化対策への補助宮古島市

作業受託組織

13件 47,873千円

交付対象外経費

2,153千円

収穫機械機能向上・強
化対策への補助久米島町

作業受託組織

１件 4,000千円

交付対象外経費

961千円

収穫機械機能向上・強
化対策への補助南風原町

作業受託組織

１件 2,555千円

（株）流通研究所

補助金
61,823千円

報酬
1,443千円

使用料及び賃借料

1,373千円
職員手当等、共済費、旅費、需用
費、使用料及び賃借料



県内４ヶ所にある家畜保健衛生所と畜産研究
センターと共同で山羊飼養管理講習会を開催
する

目　標 2回 2回 - -

実　績 2回 - - -

県内家畜市場で開催される山羊セリで山羊生産
組合が導入した優良山羊の購入に係る費用に対
し、8/10（上限額７万円）の助成を行う

目　標 50頭 50頭 - -

実　績 ２１頭 6頭 - -

- - -

実　績 2400本 921本 - -

おきなわ山羊品評会実行委員会を年2回開
き、品評会開催に向けた調整を行う

目　標 ２回開催 ２回開催 - -

実　績 - - - -

改良協議会を設立し、協議会や専門委員会
等を開いて改良の方向性を決定する

目　標
改良目標・

交配計画策定
改良目標・

交配計画策定
- -

実　績
改良目標・

交配計画策定
改良目標・

交配計画策定
- -

北部、中部、南部、宮古、八重山の５地域に
おいて技術講習会を開催

目　標

実　績

実　績

- 5回 5回

- - 5回 7回

進
捗
状
況
説
明

・飼養管理技術に関する実証試験の内容及び方針を検討するため、沖縄県山羊振興協議会及び専門委員会等を３回開催し
た。
・飼養管理に関する実証試験を昨年に引き続き１件実施中である。
・県内の山羊セリにて各山羊生産部会が導入した優良山羊16頭に対して導入費用の助成を行った。
・山羊の飼養管理技術講習会を本島・宮古・八重山の各地域で計７回開催した。

各山羊部会で保留している優良種山羊の体
重、胸囲等を測り、体型が優れた山羊を選定
する

目　標 20頭 20頭 - -

実　績 １１１頭 89頭 - -

ニュージーランドから導入した優良種山羊の
精液を製造する

目　標 1500本

1件

小規模農家に対して、飼養規模の拡大にお
ける課題を検証し、実用可能な飼養管理技術
の実証を行う。

目　標 - - 1件 1件

実　績 - - 1件

予算額・
執行額

【単位:千円】

－

活動目標
（指標）

及び進捗状況

山羊家畜セリ市場において取引される繁殖山
羊２０頭について導入費を補助する。

目　標 - - 20頭 20頭

- - 20頭 16頭

-

目　標 - - 3回 3回

実　績 - - 4回 3回

予算の状況の説明

・沖縄県産山羊肉の供給安定化を図るため、飼養規模の拡大に伴う課題の解決を目的に、令和４年度からの
新規事業（平成30～令和３年度で実施したおきなわ山羊改良基盤整備事業の後継事業）として、飼養管理技
術の確立・普及（実証試験・講習会）及び飼養規模拡大推進に要する経費として需用費及び補助金等を計上
した。
・執行率は98.0％であり、主に報酬費の執行残が発生したことによるものである。

R5活動目標（指標）
進捗状況

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

飼養管理技術に関する検討会の開催

執行率（％）(B/A) 75.9% － 83.0% － 88.5%

Ｃ．次年度繰越額 0 － 0 － 0

うち交付金充当額 11,093 － 7,151 － 5,466

7,723

Ｂ．執行済額 13,866 － 8,938 － 6,832

－ － － － －

Ａ．計(b+d) 18,263 － 10,766 －

(d)前年度繰越額

7,723

(c)増減額(b-a) 0 － 0 － 0

R5年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 18,263 － 10,766 － 7,723

(b)予算現額 18,263

　R3年度 R3年度（繰越） R4年度 R4年度（繰越）

－ 10,766

事業内容

県産山羊肉の安定供給を図るため、飼養規模拡大に伴う課題の解決を目的とし、以下のことに取り組む。
１　飼養管理技術に関する検討会の開催
２　飼養管理技術の実証試験の実施
３　飼養管理技術に関する講習会の開催
４　飼養規模拡大に対する支援

効果発現年度 　　■当年度　　　　　■後年度（　Ｒ７　年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　□委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

農林水産部　畜産課
事業実施

（予定）年度
H30～R7 年度 沖縄振興基本方針

該当箇所

R5-No.80

令和５年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

80 山羊消費供給安定化事業 新沖縄21世紀ビジョン
基本計画該当箇所

（第４章）

3-⑺-ｱ-②

肉用牛・養豚の生産振興

担当部課名
Ⅲ-1-(6)



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

　飼養管理技術講習会の参加人数に関して、地域ごとにばらつきが出て
おり、目標人数に満たなかった。

　令和5年度は座学中心の講習であったため、実技を含む講習を増や
すことや、より農家が参加しやすい実施方法にすることが必要である。

今後の取り組み方針

　講習会について、実技を含む講習を増やす、多くの農家が参加する山羊セリの後に開催するなど、参加しやすく、より農家のニーズに合った講習会
を行えるよう各関係機関と調整し実施していく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

基準値
（○○年度）

R3年度 R4年度 R5年度
目標値

（R7年度）

-

実　績 - - 1件 1件 -

目　標 - - 1件 1件

成果目標
（指標）

及び達成状況

R5成果目標（指標）

実証試験計画策定：1件

小規模農家の実態調査:25件
実証試験:1件

目　標

優良種畜の20頭増
目　標

技術講習会の開催：5回
講習会参加者：150人

目　標

【R7成果目標】
優良種畜の80頭増

目　標

聞取調査：25件
実証試験：１件

聞取調査：25件
実証試験：１件

- - 20頭 20頭

実　績 -

-

実　績 - -
聞取調査：26件
実証試験：１件

聞取調査：37件
実証試験：１件

-

- -

-

実　績 - - 20頭 16頭 -

- -
開催数：5回

参加人数：150人
開催数：5回

参加人数：150人
-

-
開催数：5回

参加人数：56人
開催数：7回

参加人数：104人
-

- - - - 80頭

達
成
状
況
説
明

①検討会にて実証試験計画の見直しを行い、再度1件策定した（対象農家を３件増）。
②県内全域の山羊生産農家から飼養規模・管理及び増頭等について聞き取り調査を37件実施し、検討会にて決定された飼養管理に関
する実証試験を１件実施中である。
③県内の山羊セリにて各山羊生産部会が導入した優良山羊16頭に対して導入費用の助成を行ったが、目標の20頭を達成できなかった。
達成できなかった主な理由としては、年度内の山羊セリで優良山羊の出品数が少なかったことによるものである。
④山羊の飼養管理技術講習会を本島・宮古・八重山の各地域で計７回開催したが、目標の参加人数150人を達成できなかった。達成でき
なかった主な理由としては、地域ごとに飼養管理への関心度が異なるため、参加人数にばらつきが出たことによるものである。

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

R5-No.80

7,569 6,832 5,466 1,366 0 0 737

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
○補助事業者は、事業費の２割を負担し、事業内容
や他の事業負担割合から判断しても妥当であった。
○費目・使途については、事業目的達成の観点から
必要なものなのか等について額の確定時において支
出等に関する書類により確認し、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

沖縄県

交付対象事業費

6,832千円

補助金

1,115千円

ＪＡおきなわ山羊生産

振興協議会

受益者負担分

（交付対象外経費）

737千円

事務費

5,717千円

報酬、共済費、旅費、

需用費、役務費、職員

手当等



県内アグー生産農場への分散飼育
目　標 - - - １回 －

実　績 - - - ０回

施設内でのアグー母豚の分娩
目　標 - - １回 １回 －

実　績 - - １回 １回

県内アグー生産農場への分散飼育
目　標 １回

実　績 ０回

達
成
状
況
説
明

【R5成果目標】
・施設内でのアグー母豚の分娩を１回実施した。
・沖縄アグーブランド推進協議会生産部会を２回開催した。
・施設内におけるアグー産子の作出数が計画よりも少なかったことから、分散飼育については実施を見送った。
・沖縄アグー豚受精卵の移植に伴う試験を実施し、計333個の凍結胚・凍結受精卵の採取を行った。

参加生産者数
７人

【R10成果目標】
アグーブランド豚肉の安定供給

目　標 - - - -
出荷頭数
３万頭/年

【R10成果目標】
生産者と県が連携した保全体制の構築

目　標 - - - -

－

実　績 - - - 333個/年

- - ２回 ２回

進
捗
状
況
説
明

・アグーの増頭を図るため、施設内でのアグー母豚の交配を行い、１回の分娩を実施している。
・施設内におけるアグー産子の作出数が計画よりも少なかったことから、分散飼育については実施を見送ることとなった。
・３回の優良アグー雌豚の高品質な凍結体外受精卵及び体内胚を計333個採取した。

成果目標
（指標）

及び達成状況

R5成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
R3年度 R4年度

高品質な凍結胚等の採取
目　標 - - -

R5年度
目標値

（Ｒ１０年度）

保全体制の検討会議開催
目　標 - - ２回 ２回 －

実　績

200個/年

予算の状況の説明
・執行率は80.8％である。主に久米島での飼養管理を行っているアグー産子の作出数が計画よりも少なく、
その分飼料代が浮いたことによる委託費の残が生じたことによるものである。

活動目標
（指標）

及び進捗状況

R5活動目標（指標）
進捗状況

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

施設内でのアグー母豚の分娩

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 １回 １回

実　績 １回 １回

３回

執行率（％）(B/A) 98.1% 67.4% 80.8%

Ｃ．次年度繰越額 0 0 0

うち交付金充当額 11,785 10,980 9,950

15,396

Ｂ．執行済額 14,731 13,724 12,438

Ａ．計(b+d) 15,011 0 20,354 0

(d)前年度繰越額

15,396

(c)増減額(b-a) 0 0 0 0 0

R5年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 15,011 20,354 15,396

(b)予算現額 15,011

　R3年度 R3年度（繰越） R4年度 R4年度（繰越）

20,354

事業内容
豚熱、アフリカ豚熱等の悪性伝染病の脅威から貴重な固有種であるアグーを守るため、アグーの分散および凍結技術により保全体
制の構築を図る。

効果発現年度 　　■当年度　　　　　■後年度（R8年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

農林水産部　畜産課
事業実施

（予定）年度
H28～R8 年度 沖縄振興基本方針

該当箇所

R5-No.81

令和５年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

81 沖縄アグー豚保全体制構築事業 新沖縄21世紀ビジョン
基本計画該当箇所

（第４章）

3-⑺-ｱ-②

肉用牛・養豚の生産振興

担当部課名
Ⅲ-1-(6)

高品質な凍結胚の採取のための試験
３回実　績

３回３回目　標



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○避難施設における保全管理業務は、契約の相手
方が１社のみであったため、随意契約とした。研究業
務委託は、企画提案審査会により選定したため、妥
当であったと考える。
○費用・使途については事業目的達成の観点から必
要なものについて額の確定時の際に支出等に関する
書類により確認し、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○

0

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

12,438 12,438 9,950 2,488 0 0

今後の取り組み方針

凍結精液、高品質な卵子採取技術を活用して受精卵を作成し、西洋豚で移植させる手法の再現性を検討する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

R5-No.81

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

令和２年１月に本県で豚熱が発生し、アグーの一部が殺処分された。現
在もアジアではアフリカ豚熱等の家畜伝染病が発生している状況であ
り、今後も国内やアジアから家畜伝染病が侵入した場合、アグーが壊滅
的な被害を受ける恐れがある。

家畜伝染病発生時のアグー処分リスクを下げるため、離島を含めた
県内の複数地域でのアグー飼養管理体制を維持する必要がある。

沖縄県

交付対象
事業費

12,438千円

委託料
9,193千円

沖縄県農業協同組合

7,321千円

農業・食品産業技術総合研究

機構

1,872千円

沖縄アグー豚安定供給体
制確立事業に係る委託業

務

避難施設における
アグーの保全管理業務

事務費
237千円

旅費、使用料

需用費
3,008千円

衛生管理及び凍結精液作成
に係る消耗品費および飼料費



実証展示圃を用いての畜産農家向け現地
検討会又は講習会の開催：12回以上（各地
域２回以上）

目　標 - - 12 12 -

実　績 - - 12 12 -

6

5

達
成
状
況
説
明

成果目標である県内寒地型牧草作付面積合計6haの拡大については、実績が5haで未達成となっている。達成できなかった
主な理由は宮古・八重山地区において寒地型牧草の普及が十分ではなかったため、作付面積が1haをそれぞれ下回ったこ
とによるものである。

54ha増

【R12成果目標】
沖縄県内全体の畜産経営における年間の飼
料コスト低減額36,096千円（作付面積換算）
（令和12年度）

目　標 - - - - △36,096千円

【R12成果目標】
令和２年度比54ha増 （令和12年度）

目　標 - - - -

実　績 - - 0 - -

- - 5 -

進
捗
状
況
説
明

・実証展示圃設置については、事前の計画策定により目標値を達成した。
・実証展示圃における現地検討会及び見学会は、６地区における実証展示圃設置後に１地区当たり２回、計12回実施した。

成果目標
（指標）

及び達成状況

R5成果目標（指標）
基準値

（R2年度）
R3年度 R4年度

検証内容（途中経過）の沖縄県ホームページ
での公表（展示圃６箇所分）

目　標 - - 1

R5年度
目標値

（R12年度）

沖縄県内寒地型牧草作付面積合計６haの
拡大（各地区１ha）

目　標 - - 6 -

実　績

- -

実証展示圃における現地検討会及び農家向
け見学会（各地区２回）

目　標 - - 12回 12回

実　績 - - 12回

予算の状況の説明

・寒地型牧草の沖縄県内各地域に対応した栽培方法を確立するため、令和４年度から新規事業（平成31～
令和３年度で実施した自給型畜産経営飼料生産拡大普及推進事業の後継事業）として、寒地型牧草との作
付体系の確立等に要する経費を計上した。
・令和５年度の予算執行率は82.7%であり、主に役務費の執行残が発生したことによるものである。

活動目標
（指標）

及び進捗状況

R5活動目標（指標）
進捗状況

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

実証展示圃設置（本島北部、中南部、宮古地
区、八重山地区、伊江島、久米島）

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 - - ６地区 ６地区

実　績 - - ６地区 ６地区

12回

執行率（％）(B/A) 62.2% 75.6% 82.7%

Ｃ．次年度繰越額 0 0 0 0

うち交付金充当額 2,382 2,354 1,828

2,764

Ｂ．執行済額 2,978 2,943 2,285

0 0 0

Ａ．計(b+d) 4,788 0 3,891 0

(d)前年度繰越額

2,764

(c)増減額(b-a) 0 0 0 0 0

R5年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 4,788 3,891 2,764

(b)予算現額 4,788

　R3年度 R3年度（繰越） R4年度 R4年度（繰越）

3,891

事業内容
　寒地型牧草の沖縄県内各地域に対応した栽培方法を確立するため、展示圃を沖縄県全域に設置し、精密な化学分析を行いなが
ら生育状況調査を行う。　また、展示圃を活用して農家向け現地検討会を実施する。

効果発現年度 　　■当年度　　　　　■後年度（令和12年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

農林水産部　畜産課
事業実施

（予定）年度
H31～R6 年度 沖縄振興基本方針

該当箇所

R5-No.83

令和５年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

83 自給飼料生産課題解決モデル事業 新沖縄21世紀ビジョン
基本計画該当箇所

（第４章）

3-⑺-ｱ-②

肉用牛・養豚の生産振興

担当部課名
Ⅲ－１－（６）



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

－ 支出先の選定方法は妥当か。
○予算内訳については事務費のみである。予算規模
については、各出先機関が執行する事務費として適
切であった。
○費目・使途については、事業報告書等を検査し、適
正である事を確認した。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○

0

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

2,285 2,285 1,828 457 0 0

今後の取り組み方針

・令和４，５年度の実証展示圃結果を用いて、６地区毎の寒地型牧草栽培マニュアルを作成する。
・農家への説明や、実証展示圃の継続を通し、寒地型牧草の普及拡大を進めていく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

R5-No.83

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・実証展示圃における試験区設定では、場当たり的な設定により、試験
区間の比較が困難になることが想定される。
・寒地型牧草栽培は気温が低下する冬期に栽培することによって生育す
るが、暖冬や少雨傾向によって、発芽や生育に影響を及ぼすことが予想
される。

・実証展示圃については、農家の意見を優先しつつ、計画策定におい
て試験設計と調査項目について６地区で統一する。
・実証展示圃を設置する前に、気象状況を確認し、良好な条件を見極
めることで発芽・生育に及ぼす悪影響を抑制する。

沖縄県

交付対象
事業費

2,285千円

事務費
2,285千円

報償費、旅費、
需用費、役務費
使用料及び賃借料



進
捗
状
況
説
明

・バガスを活用したアラゲキクラゲの栽培試験を１回実施し、当該栽培手法を現場に適用する際の課題を把握した。
・栽培試験を１回実施し、選抜した種菌の特性を把握した。
・生産者や試験研究機関と連携し、種菌の拡大培養、管理ができそうな事業体について情報収集を行った。
・県内のホテル及び飲食店を対象に、新たなきのこ品目（フクロタケ）の需要調査を１回実施し、目標値を達成した。
・フクロタケの栽培に関する情報収集及び栽培試験を1回以上実施し、目標値を達成した。

品種登録申請
目　標 - - 1件 - -

実　績 - - 0件 - -

実　績 １品目

アラゲキクラゲ栽培マニュアル（骨子）の作成
目　標 - -

1マニュアル
（骨子）

-

実　績 - -
1マニュアル

（骨子）
-

沖縄県産アラゲキクラゲの品種登録申請書
作成

目　標 - - 1式 -

実　績 - - 0式 -

1,433t
【R９成果目標】
県内のきのこ生産量（トン）

目　標

成果目標
（指標）

及び達成状況

R5成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
R3年度 R4年度

②新規生産品目の選定（１品目）
目　標

実　績

目標値
（R9年度）

①栽培マニュアル（素案）の作成
目　標

1マニュアル
（素案）

達
成
状
況
説
明

・受託者及び研究機関が行ったアラゲキクラゲの栽培試験により得られた知見を栽培マニュアル（素案）として反映し、目標
を達成した。
・受託者及び研究機関と連携した情報収集、検討委員会での有識者との意見交換により、新たな品目として１品目（フクロタ
ケ）を選定し、目標を達成した。

- - - -

R5年度

１品目

1マニュアル
（素案）

②新たなきのこ品目の選定のための市場調
査

目　標 １回

実　績

2回実　績

１回目　標

予算の状況の説明

・県外産きのこに依存しない県産きのこの生産体制を構築するため、令和４年度から新規事業（平成31年度
～令和３年度で実施した沖縄県産きのこ生産強化事業の後継事業）として、事業実施に係る委託費等を計
上した。前年比1,975千円減額となっているのは、研究機関の事務費（非常勤報酬費）を減じたためである。
・執行率は99.8％であり、概ね計画的に執行できた。

活動目標
（指標）

及び進捗状況

R5活動目標（指標）
進捗状況

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

①アラゲキクラゲに係る栽培試験の実施

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 １回

実　績 １回

１回

②新たなきのこ品目の選定のための栽培試
験

執行率（％）(B/A) 97.5% 97.5% 99.8%

Ｃ．次年度繰越額 0 0 0

うち交付金充当額 9,018 7,068 5,658

7,084

Ｂ．執行済額 11,272 8,835 7,073

Ａ．計(b+d) 11,565 0 9,059 0

(d)前年度繰越額

7,084

(c)増減額(b-a) 0 0 0 0 0

R5年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 11,565 9,059 7,084

(b)予算現額 11,565

　R3年度 R3年度（繰越） R4年度 R4年度（繰越）

9,059

事業内容
・アラゲキクラゲ品種登録に向けたデータの整理、栽培マニュアル作成のための栽培試験の実施。
・県内ホテル、飲食店、量販店等への市場調査の実施（需要見込みの把握）及び候補品目の栽培試験の実施

効果発現年度 　　□当年度　　　　　■後年度（令和９年度）

実施方法  　 □直接実施　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

農林水産部　森林管理課
事業実施

（予定）年度
H31～R6 年度 沖縄振興基本方針

該当箇所

R5-No.84

令和５年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

84 沖縄きのこ生産体制構築事業 新沖縄21世紀ビジョン
基本計画該当箇所

（第４章）

3-⑺-ｱ-④

林産物の生産振興

担当部課名
Ⅲ-１-（６）



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
○受託事業者は、企画提案型プロポーザル方式によ
り選定したため、妥当であったと考える。

○予算費目、使途については、事業報告書等を精査
し、適正であることを確認した。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

0

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

7,073 7,073 5,658 1,415 0 0

R5-No.84

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

①既存のアラゲキクラゲ栽培マニュアルは県外の気候を基準として作成
されたものであるため、本県の気候特性に応じたアラゲキクラゲの栽培
マニュアルが必要である。
②品種登録後に、当該種菌を管理していく施設（技術者）が必要である。

①当該事業で作成する栽培マニュアルが生産現場に適用可能な内
容となっているか、記載内容等を留意する。
②種菌の管理体制について検討していく必要がある。

今後の取り組み方針

①研究機関や県内の生産者等と連携しながら栽培マニュアル作成を行う。
②種菌について拡大培養を実施できそうな県内の研究機関、企業、事業体などの情報収集、管理体制案を検討する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

沖縄県

交付対象
事業費
7,073千円

委託料
7,073千円

(財)沖縄県環境科学センター
7,073千円

令和５年度

沖縄きのこ生産体制構築事業委託業務

再委託（琉球大学）
750千円

バガス等非木質系資材を

活用したアラゲキクラゲ

栽培手法の検討

再委託（Creative9）
139千円

アンケート調査における

チラシ作成及びデータ

集計



達
成
状
況
説
明

・資源管理策についての報告書を２件作成した。
・成果目標として水産庁の日本発水産エコラベル認証取得推進事業へ２団体の応募を設定していたが、本県独自認証制度
の設立に向けた事業内容に変更したことから、未達成となっている。

【R９成果目標】
SDGｓブランド水産物（の生産額）が沿岸魚類
水揚げ金額全体の５％を占める

目　標
SDGｓブラン
ド水産物の
割合５％

実　績
報告書を提出

（1件）
－

計画立案（２
件）

報告書（２件）

進
捗
状
況
説
明

・資源管理対象魚種を選定し、評価のための資源量推定調査を実施した。
・当初、既存の水産エコラベルの認証取得の支援を予定していたが、令和４年度の国内外情報収集及び本県の団体（漁業）
へのヒアリングの結果、申請費用及び申請に係る作業負担が大きく、本県の団体（漁協）には適していないと考えられた。そ
のため、本県独自の持続可能性を認証制度を新たに設立することとし、県独自の水産エコラベル認証のスキームの構築に
向け、対象団体からの意見聴取を実施した。
・マーケティング調査としてネットアンケートによる消費者調査を実施した。

成果目標
（指標）

及び達成状況

R5成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
R3年度 R4年度

認証取得事業への応募（２団体）
目　標

報告書の提出
（1件）

R5年度
目標値

（９年度）

評価対象種２魚種を特定し、資源評価報告
書を作成する。

目　標
計画立案（２件

以上）
報告書（２件）

実　績

団体の応募（２
件）

目　標
マーケティング調

査

実　績

資源管理に取り組む団体に対し、認証取得
支援事業（水産庁：日本発水産エコラベル認
証取得推進事業）の周知、活用斡旋（２団
体）。

目　標 情報収集・整理
認証支援に向け

た調整

実　績
情報収集・整理を

実施

マーケティング調
査を実施

予算の状況の説明
会計年度任用職員の報酬等の差額遡及分333千円を事業間で流用した。
執行率は78.1％であり、委託料の執行残によるものである。

活動目標
（指標）

及び進捗状況

R5活動目標（指標）
進捗状況

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

評価対象種２魚種を特定し、資源量推定等
により、持続可能性を調査する。

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標
評価のための調

査
資源量推定の調

査

実　績
評価のための調

査を実施
資源量推定の調

査を実施

－

認証取得候補の水産物をプロモーションする
候補先のマーケティング調査を実施する（２
魚種）。

執行率（％）(B/A) 97.5% 76.7% 78.1%

Ｃ．次年度繰越額 0 0 0

うち交付金充当額 5,002 6,999 14,241

22,790

Ｂ．執行済額 6,252 8,748 17,801

Ａ．計(b+d) 6,410 0 11,403 0

(d)前年度繰越額

22,790

(c)増減額(b-a) 0 0 0 0 333

R5年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 6,410 11,403 22,457

(b)予算現額 6,410

　R3年度 R3年度（繰越） R4年度 R4年度（繰越）

11,403

事業内容

【水技】
Ｒ４年度に選定した評価・支援対象魚種とその対象団体（漁協等）について、資源量推定等により持続可能性を評価すると共に、当
該団体の資源管理策を検証する。
【委託】
資源管理認証の取得を目指す団体（漁協等）を募り、認定取得後のプロモーション先のマーケティング調査を実施する。

効果発現年度 　　□当年度　　　　　■後年度（　Ｒ9年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

農林水産部　水産課
事業実施

（予定）年度
H24～R8 年度 沖縄振興基本方針

該当箇所

R5-No.86

令和５年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

86 サンゴ礁漁業におけるSDGｓブランド化推進事業 新沖縄21世紀ビジョン
基本計画該当箇所

（第４章）

3-⑺-ｱ-⑥

資源管理型沿岸漁業の振興

担当部課名
Ⅲ-1-(6)



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○委託事業者は、企画提案プロポーザルなど事業の
内容によって選定したため、妥当であったと考える。

○費目・使途については、業務報告書・証憑書類等
を
検査し、適正である事を確認した。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

0

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

17,801 17,801 14,241 3,560 0 0

今後の取り組み方針

・国際基準の水産エコラベルに携わっていた学識経験者から助言を受け、水産エコラベル認証制度を設立する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

R5-No.86

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・本県団体へのヒアリングの結果、既存認証制度の対応が困難なことか
ら、本県独自の持続可能性を認証する新たな制度の設立が必要となり、
認証基準の設定、名称、ロゴマークなど、議論の必要な事項が多岐にわ
たることから、スキーム構築に時間を要している。

・認証スキームの構築には専門知識が必要とされることから、専門家
の助言を受けながら進める必要がある。

沖縄県

交付対象事業費

17,801千円

調査研究費

水産海洋技術センター

（6,461千円）

委託料

株式会社 流通研究所

（11,340千円）

報酬 ３,８２０千円

職員手当等 ８２５千円

共済費 ６４３千円

旅費 ４１７千円

需用費 ７５６千円



達
成
状
況
説
明

37隻に無線機を設置し、令和４年度を基準に無線機設置率を63％から66％まで３ポイント高めた。

106.5億円
【R７成果目標】
沖縄県の沖合漁業の生産額

目　標 - - - -

59.0% 59.0% 63.0% 66.0% -

進
捗
状
況
説
明

37隻の漁船に無線機を設置することができた。（目標値の約88％）

成果目標
（指標）

及び達成状況

R5成果目標（指標）
基準値

（R3年度）
R3年度 R4年度 R5年度

目標値
（R7年度）

長距離用無線機の整備率４ポイント増（R4：
６３％→R5：６７％）

目　標 59.0% 59.0% 64.0% 67.0% 80%

実　績

予算の状況の説明 執行率は85.9％であり、主に補助事業者の無線機の入札残による補助金の執行残によるものである。

活動目標
（指標）

及び進捗状況

R5活動目標（指標）
進捗状況

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

長距離用無線機を年間42台設置する。
（25ｗ無線機41台、150ｗ無線機１台）

予算額・
執行額

【単位:千円】

-

目　標 33台 44台 42台 42台

実　績 42台 44台 41台 37台

執行率（％）(B/A) 23.0% 0.0% 78.5% - 86.6%

Ｃ．次年度繰越額 135,000 135,000 0 - 0

うち交付金充当額 32,206 0 37,795 - 28,574

41,236

Ｂ．執行済額 40,258 0 37,795 - 35,718

135,000 -

Ａ．計(b+d) 175,365 175,365 48,160 -

(d)前年度繰越額

41,236

(c)増減額(b-a) 131,319 175,365 2,475 - ▲ 333

R5年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 44,046 0 41,571 - 41,569

(b)予算現額 175,365

　R3年度 R3年度（繰越） R4年度 R4年度（繰越）

175,365 44,046

事業内容 　漁業者の安全操業体制を確保するため、沖合で操業する漁船に対し、長距離用無線機設置を補助する。

効果発現年度 　　□当年度　　　　　■後年度（R7年度）

実施方法  　 □直接実施　　　　■委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

農林水産部　水産課
事業実施

（予定）年度
H24～R7 年度 沖縄振興基本方針

該当箇所

R5-No.87

令和５年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

87 沖合操業の安全確保支援事業 新沖縄21世紀ビジョン
基本計画該当箇所

（第４章）

3-⑺-ｱ-⑥

資源管理型沿岸漁業の振興

担当部課名
Ⅲ-1-(６)



今帰仁漁業協同組合 千円

金武漁業協同組合 千円

読谷村漁業協同組合 千円

沖縄市漁業協同組合 千円

南原漁業協同組合 千円

浦添宜野湾漁業協同組合 千円

那覇市沿岸漁業協同組合 千円

千円

知念漁業協同組合 千円

糸満漁業協同組合 千円

伊江漁業協同組合 千円

久米島漁業協同組合 千円
宮古島漁業協同組合 千円
池間漁業協同組合 千円
伊良部漁業協同組合 千円
八重山漁業協同組合 千円
与那国町漁業協同組合 千円
沖縄県近海鮪漁業協同組合 千円
南大東村漁業組合 千円
合計 千円

一般社団法人沖縄県漁業無線協会

沖縄県
交付対象
事業費

35,718千円

委託料
2,359千円

事業者負担
(交付対象外経費)

9,752千円

補助金
無線機設置に係る

経費の補助
33,136千円

986

989

892

1,657

1,666

824

2,422

与那原・西原町漁業協同組合 807

850

807

850

3,230
2,805

935
935

2,805
1,049

807

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

45,470 35,718 28,574 7,144 0 0 9,752

今後の取り組み方針

・委託業務の発注及び無線機設置補助に係る補助金交付事務を迅速に行う。
・物価上昇に対応できるよう予算要求を行う。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

R5-No.87

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・要望調査のとりまとめが遅れたことによる、無線機の納品遅れ
・物価上昇による無線機単価の上昇

・補助事業者の発注期間を確保できるよう、無線機委託業務のスケ
ジュールを早める必要がある。
・物価上昇を反映した必要額を確保する必要がある。

7,820
33,136

事務費
223千円

旅費

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
○委託先については、無線機を使用した安全操業指
導等の業務に精通している無線取扱業者である。

○漁業団体への補助金については、当該事業補助
金交付要綱により適切に支出されている。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。



介類の陸上養殖経営体数
目　標 - - -

R5年度
目標値

（１０年度）

介類の種苗生産数
（過去5年平均35万匹との比較）

目　標 - - -
年間2％増加

35.7万匹
-

実　績

5経営体以上 -

実　績 - - - 5経営体 -

進
捗
状
況
説
明

種苗生産効率化試験は、種苗生産に合わせて目標の3回実施できた。
養殖用配合飼料の開発については、配合飼料の原料となるアナアオサ、魚用配合飼料、クワ、キャベツ、ニンジン、カボ
チャ、バナナ、サツマイモの8試験区を設定して試験を実施できた。

R5成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
R3年度 R4年度

成果目標
（指標）

及び達成状況

達
成
状
況
説
明

・介類種苗生産数については、ウニの中間育成での疾病発生やヒレジャコ種苗生産の不調により目標が達成できなかった。
・介類陸上養殖経営体数は、5経営体となり目標を達成することができた。

- - - 25.1万匹 -

R10年度
38.5万匹

以上

【R10成果目標】
　介類の種苗生産数
　（過去５年間平均35万匹の10％以上増加）

目　標 - - - -

養殖用配合飼料の開発
目　標 - - -

試験区設定
8試験区

実　績 - - -

予算の状況の説明
シラヒゲウニ、シャコガイ類について、完全養殖技術を確立し、県内における陸上養殖のモデルケースを作
出に向けて取り組んだ。

活動目標
（指標）

及び進捗状況

R5活動目標（指標）
進捗状況

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

種苗生産の技術開発と効率化

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 - - -
生産効率化

試験3回

実　績 - - -
生産効率化

試験3回

試験区設定
8試験区

執行率（％）(B/A) 99.5%

Ｃ．次年度繰越額 0 0 0 0

うち交付金充当額 9,519

11,958

Ｂ．執行済額 11,899

Ａ．計(b+d) 0 0 0 0

(d)前年度繰越額

11,958

(c)増減額(b-a) 0 0 0 0 0

　R５年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 11,958

(b)予算現額

　R3年度 R3年度（繰越） R4年度 R4年度（繰越）

事業内容
県内で天然資源が枯渇状態にある介類（シラヒゲウニ、シャコガイ類等）の持続的利用のため、完全養殖の技術開発と実用化、およ
び大量生産手法の開発に向けた条件整備を行う。

効果発現年度 　　□当年度　　　　　■後年度（　Ｒ10年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

農林水産部　水産課
事業実施

（予定）年度
R5～R9 年度 沖縄振興基本方針

該当箇所

R5-No.88

令和５年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

88 県産ウニ復活プロジェクト事業 新沖縄21世紀ビジョン
基本計画該当箇所

（第４章）

３-⑺-ｱ-⑤

沖縄型のつくり育てる漁業の振
興

担当部課名
Ⅲ-1-(6)



資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○複数業者からの見積書により支出先を選定した。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○ 支出先の選定方法は妥当か。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○

9,51911,899 11,899 02,380 0 0

R5-No.88

改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・介類種苗生産では疾病の発生により種苗生産数が大きく落ち込むこと
がある。

・ウニ用配合飼料については基礎的な知見しかないため、原料ごとの給
餌試験を実施する必要がある。

・種苗生産における疾病対策のため、浮遊幼生飼育時の精密ろ過海
水使用や消毒の徹底が必要である。

・ウニ用配合飼料の開発に向けて、原料を単一で給餌した際のウニ
生殖巣のアミノ酸分析を行う必要がある。

今後の取り組み方針

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化）

・中間育成時には度々疾病による減耗が発生するため、紫外線照射海水による中間育成を行うことで疾病防除を図る。

・ウニ用配合飼料の開発に向けて、原料ごとのアミノ酸分析を配合飼料の組成に反映させることで、ウニ巣の身入り改善（身の量、身の味、身の色）
を図ることができる。原料選定、分析、混合の検討を繰り返すことで、高成長、高付加価値化が実現できるウニ用配合飼料の開発を目指す。

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

沖縄県

交付対象
事業費

11,899千円

備品購入費
355千円

試験研究経費
（栽培漁業センター）

11,544千円

技術開発に必要な諸経費
報酬、職員手当等、共済費、旅費、需用費

(有)かねひろ産業
(有)協和理研

355千円

冷凍庫、測定器



R5-No.66

令和５年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

66 地域農林水産物活用支援事業 新沖縄21世紀ビジョン
基本計画該当箇所

（第４章）

3-⑺-ｳ-③

食品産業など他産業との連携
による農林水産物の付加価値
向上

担当部課名
Ⅲ－１－（６）

事業内容
県産農林水産物を活用した「売れる商品」づくりに継続的に取り組むことのできる事業者の育成および他産業との連携強化支援を行
う。

効果発現年度 　　■当年度　　　　　□後年度（　　　　年度）

実施方法  　 □直接実施　　　　■委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

農林水産部　流通・加工推進課
事業実施

（予定）年度
H30～R6 年度 沖縄振興基本方針

該当箇所

予算額・
執行額

【単位:千円】

　R3年度 R3年度（繰越） R4年度 R4年度（繰越）

29,768

(d)前年度繰越額

0 29,768 0

うち交付金充当額 19,439 22,132

予算の状況の説明 ・執行率は87.5％であり、主に補助金の執行残が発生したことによるものである。

29,076

(c)増減額(b-a) 0 0 0 0 0

R5年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 25,044 29,768 29,076

(b)予算現額 25,044

Ａ．計(b+d) 25,044

20,359

29,076

Ｂ．執行済額 24,298 27,665 25,449

執行率（％）(B/A) 97.0% 92.9% 87.5%

Ｃ．次年度繰越額 0 0 0

【R4活動目標】他産業との連携
目　標

商品改良に係る経費補助
目　標

実　績

実　績

R5活動目標（指標）
進捗状況

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

個別支援事業者数
目　標 10事業者 ５事業者 10事業者

実　績 12事業者 11事業者 10事業者

１回

１回

活動目標
（指標）

及び進捗状況

販路開拓のための商談会の開催
目　標

実　績 ４回

実　績
【R3活動目標】研修会

目　標 ５回

実　績

２件

６件

５件

６件

６回

【R2活動目標】６次産業化人材育成研修の開
催（１事業者あたり）

目　標 ３回

進
捗
状
況
説
明

・公募によって10事業者を選定し、支援事業者として、各々の課題に応じた専門家らによる個別研修をリアルとオンラインで
計４回程度実施した。
・１月に加工品グランプリを開催した。審査員として県内外のバイヤーを招聘し、出展事業者による商品PRの場を設けること
で商品の販路拡大に取り組んだ。
・農林漁業者等と連携した７事業者（製造・飲食業・サービス業者）について、商品開発の取り組みを支援した。

１回

【R2活動目標】補助事業実施件数
目　標 5件

【R2活動目標】地域連携検討会　1回
目　標 １回

実　績

実　績 3件

アシスタント支援件数

１回１回実　績

１回１回１回１回目　標
加工品グランプリの開催

10件

１回１回

実　績

10件目　標



商談会参加事業者数：５件
目　標 ５件

実　績

R5成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
R3年度 R4年度

10件

R5-No.66

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・６次産業化の取り組みには、生産から加工、流通までの専門的な知識
や経験などの「ノウハウ」が必要であるが、事業者単体では持続的、一
貫した取り組みを維持することが困難な場合がある。
・ノウハウの習得に向けた人材育成の支援や、地域との連携体制の構
築支援が求められる。

・６次産業化の取り組みは、事業後の持続性やその波及効果を高め
るため、事業者（産業）間の連携についても意識しながら支援を行う必
要がある。
・品質管理やマーケティングなど最新の知見を習得するための研修を
実施するとともに、市町村や事業者間での情報共有を促進すること
で、人材育成や連携体制の構築に対する相乗効果が期待できる。
・農林水産物を活用した加工・販売については、県の普及機関におい
ても支援を行っていることから、普及機関との連携をより緊密に行うこ
とで取組効果を高めることが期待できる。

４件 ５件
達
成
状
況
説
明

加工品グランプリへのバイヤー招聘等を通じて商談機会を提供し、10事業者がプレゼンテーションを行うなど商品ＰＲを行い
商談を行った。この他にも、個別指導を行う専門家からの紹介や補助事業の活用により、県内外の様々な商談会に参加して
いる。

成果目標
（指標）

及び達成状況 【R4成果目標】商談等成立件数
目　標 ３件 ３件

実　績

R5年度
目標値

（○○年度）

今後の取り組み方針

・事業者の課題に応じて専門家による指導（個別相談、ハンズオン支援等）を行い、商品改良の実践や、商品開発に関する技能を習得するための研
修会やテストマーケティング等の販路開拓を通じて自走化をサポートする。
・県の普及機関や市町村との連携を密に行い、事業実施中及び事業終了後も見据えた事業者へのサポート体制を構築する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

28,066 25,449 20,359 5,090 0 0 2,617

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
○委託事業者は公募型プロポーザル方式により企業
組織、実績、知識等を考慮した上で選定しており、妥
当であったと考えている。
○補助事業者の自己負担率は１／３であり、事業内
容や他の事業の負担割合から判断しても妥当であっ
た。
○費目、用途については事業完了検査の際に帳簿
等を確認し、事業目的に合致していることを確認して
おり、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○

沖縄県

交付対象
事業費

25,449千円

地域農林水産物活用支援
事業委託業務

委託料
21,175千円

コンソーシアム/(株)アール・ピー・アイ、沖縄セル
ラーアグリ＆マルシェ(株) 21,175千円

補助金
4,031千円

交付対象外経費
922千円旭イノベーション株式会社 1,427千円

株式会社さし草屋 369千円
交付対象外経費

240千円

農業生産法人(有)アグリット久米島 168千円
交付対象外経費

110千円

宮古島芋畑 225千円
交付対象外経費

147千円

旅費事務費

合同会社グリーンズファーム 1,001千円
交付対象外経費

652千円

合同会社le lien 841千円
交付対象外経費

546千円



達
成
状
況
説
明

・県外出荷販売額については、R4年度比0.99となっており、目標に届かなかった。
・船舶輸送比率については、前年度より３％増加し、目標を達成した。

成果目標
（指標）

及び達成状況
-

実　績 - - 62% 65% -
船舶輸送比率

目　標 - - 64% 65%

実　績 - - 1.04 0.99 -

R4年度 R5年度
目標値

（○○年度）

1.01 1.01 -

- ３市町村 ３市町村
進
捗
状
況
説
明

・①については、天候不良等の影響があり、目標を下回った。
・②については、23市町村等に補助金を交付し、出荷団体の輸送費負担の軽減を図った。
・⑥～⑧については、離島６市町村（宮古島市２部門、石垣市、伊江村、竹富町、与那国町）及び２事業体から応募があり、
各団体において実証事業を開始した。

R5成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
R3年度

２事業体 ２事業体

- - １事業体 ２事業体

５事業体 ５事業体

- - ０事業体 ０事業体

３市町村 ３市町村

- - ０市町村 ５市町村
活動目標
（指標）

及び進捗状況

④地域アドバイザリー派遣支援
（３市町村）

目　標 - -

- -

実　績

- -⑥幹線コールドチェーン実証モデル支援
（２事業体）

目　標

⑤幹線共同輸送体制構築支援
（５事業体）

目　標

実　績

１事業体 １事業体

実　績

実　績 -

実　績

⑦地域間輸送体制構築支援
（３市町村）

-目　標 - ３市町村 ３市町村

- - ０市町村 ３市町村

⑧地域コールドチェーン実証モデル支援
（３市町村）

目　標 - - ３市町村 ３市町村

県外出荷販売額（R4年度比）
目　標 - -

13,454トン

③事業体アドバイザリー派遣支援
（３事業体）

目　標 - - ３事業体 ３事業体

実　績 - -

②県産農林水産物の県外出荷量
（64,433トン）のうち（12,900トン）

目　標 14,600トン 15,000トン 12,800トン 12,900トン

実　績 11,919トン 11,874トン 6,270トン

R5活動目標（指標）
進捗状況

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

①県産農林水産物の県外出荷量
（64,433トン）のうち（33,505トン）

目　標 58,400トン 60,000トン 32,800トン 33,505トン

実　績 47,678トン 47,497トン 30,232トン 28,256トン

1,386,650

1,994,978

Ｂ．執行済額 2,504,298 1,569,707 1,733,312

執行率（％）(B/A) 88.7% 75.9% 86.9%

Ｃ．次年度繰越額 0 0 0

▲ 110,000 0 ▲ 174,000

R5年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 2,824,292 2,178,055 2,168,978

(b)予算現額 2,824,292

Ａ．計(b+d) 2,824,292予算額・
執行額

【単位:千円】

　R3年度 R3年度（繰越） R4年度 R4年度（繰越）

2,068,055

(d)前年度繰越額

0 2,068,055 0

うち交付金充当額 2,003,438 1,255,766

予算の状況の説明
上半期の天候不良等のや補助申請者が当初見込みを下回ったこと等により、補助金の減額補正を行った。
執行率は86.9%であり、天候不良等や県外需要の減少等により出荷量が減少したことや、委託事業や流通
条件環境改善対策事業が事業計画変更や節減等により当初の見込みを下回った。

1,994,978

(c)増減額(b-a) 0 0

事業内容
　本土との直接的結束点をもたない構造的な地理的不利性による取引条件の抜本的な改善を図るため、①他産地との価格形成に
関する競争条件の平準化を図るための輸送費の補助、②北部・離島地域における条件不利性の改善を図るため域外出荷コストの
輸送費相当分を補助、③持続可能な流通構造の確立に向けてモーダルシフトの促進を図るための必要な措置を実施する。

効果発現年度 　　■当年度　　　　　□後年度（　　　　年度）

実施方法  　 □直接実施　　　　■委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

農林水産部　流通・加工推進課
事業実施

（予定）年度
H24～R13 年度 沖縄振興基本方針

該当箇所

R5-No.67

令和５年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

67 農林水産物条件不利性解消事業 新沖縄21世紀ビジョン
基本計画該当箇所

（第４章）

3-⑺-ｳ-①

農林水産物の輸送コストの低減
対策及び総合的な流通の合理
化

担当部課名
Ⅲ-1-(6)



①台風や自然災害等による影響を避けるための施設整備や作付け、出荷時期の検討等について取り組むよう関係機関と連携を図りながら事業者
へ促していく。
②③事業実績・事業効果を検証するほか、輸送コスト削減等に関する研修会の実施、事業者に対して安定的な生産体制の構築や県外出荷の共同
出荷等の流通合理化に関する取組等を促していく。

R5-No.67

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

①本事業は台風や自然災害等の影響により、年間出荷量が不安定とな
る。
②輸送コストの軽減による販路拡大や新規出荷先の開拓等の効果が見
られるが、事業の効果的な実施のため、より一層、事業者が行う輸送コ
スト削減の取組を促進する必要がある。
③国において、生産年齢人口減やドライバー不足等を踏まえ、持続可能
な物流ネットワークの構築の取組み等を推進する総合物流施策大綱
（2021→2025）が策定された。

①出荷量を安定させるため、台風や自然災害等による影響を最小限
に抑える取組を行う必要がある。
②販路拡大による効果を継続していくため、品質向上や安定的な生
産体制の構築、スケールメリットを生かした輸送コスト削減のための
共同出荷促進等の取り組みを事業者へ促していく必要がある。
③国の総合物流施策大綱（2021→2025）に照らし、県産農林水産物
の流通合理化を総合的に推進する必要がある。

今後の取り組み方針



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
○交付申請書等から補助事業者の要件を確認し、適
切に選定した。
○補助額については、輸送実績を示す書類を確認し
た。
○委託業務先の選定にあたっては、令和４年度に３
年計画事業として公募型プロポーザル方式により企
業組織、実績、知識等を勘案した上で選定しており、
妥当であったと考えている。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

0

うち市町村
負担金

その他

1,733,312 1,733,312 1,386,650 346,662 0 0

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県
負担金

非常勤職員報酬及び手当

その他事務費
1,797千円

旅費、使用料及び賃借料

補助金
1,701,329千円

沖縄県

交付対象
事業費

1,733,312千円

県外出荷に係る輸送費の

一部補助（35団体）

共済費
934千円

非常勤職員社会保険料

報酬及び

職員手当
6,416千円

委託料

22,836千円

競争条件不利性

改善対策

1,174,369千円

北部・離島地域

振興対策

458,125千円

流通条件

環境改善対策

68,835千円

北部・離島地域における地

域特産物の域外出荷に係

る輸送費の一部補助（22

コールドチェーン体制の構築

に向けた総合的な取組みに

対する補助（８団体）

株式会社日本能率協会総合研究

所・公益社団法人日本ロジスティ

クスシステム協会共同企業体

沖縄県食品等流通合理化総合対策業

務委託

・研修業務

・アドバイザー派遣業務

・コスト調査業務

沖縄県農業協同組合

沖縄県花卉園芸農業協同組合

沖縄県中央卸売市場輸送対策協議会

沖縄鮮魚卸流通協同組合

沖縄県食肉連絡協議会

その他30団体

名護市

国頭村

大宜味村

東村

久米島漁業協同組合

座間味村漁業協同組合

その他16団体

琉球海運・沖縄ヤマト・沖縄急送共同企業体

沖縄県花卉園芸農業協同組合

伊江村

竹富町

与那国町

宮古島市

宮古島市

石垣市



達
成
状
況
説
明

・海外シェフやバイヤーを沖縄に招聘して生産地案内を行ったり、海外ECサイト販路開拓では沖縄専用サイトの開設、高級
飲食店等におけるメニューフェアを実施した。
・鳥インフルエンザの影響により鶏卵の輸出量が大幅に減少し、全体の輸出量も減少している状況。今後は、鶏卵の輸出量
の回復、牛肉や加工品の輸出量の増加を見込んでいる。

-

実　績 - 424.9トン 219.6トン 157トン -

目　標 - 283.3トン 398.4トン 254トン

５件 -

実　績 - １２件 ２１件 ２４件 -

- ４０．５億 ４８億 ３９．２億 -

進
捗
状
況
説
明

・香港、シンガポールにおける県産農林水産物を中心とした認知度向上・定番化促進事業を行ったが、県内を経由した輸出
（牛など）が減少したことから、沖縄からの農林水産物の輸出実績は令和５年は39.2億円となり、前年より１８．３％減少した。
・豚熱の影響により豚肉が輸出出来ない状況であるため、牛肉、鶏卵、畜産物加工品を中心に販路拡大に努めた。

成果目標
（指標）

及び達成状況

R5成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
R3年度 R4年度

県産畜産物輸出量

輸出に結びついた事業者の件数
目　標 - ５件

R5年度
目標値

（○○年度）

沖縄からの農林水産物及び加工品の輸出額
目　標 - ３５億 ３３．１億 ４５．９億 -

実　績

県産畜産物販売促進活動
目　標 10回 ４回 ４回 4回

実　績 16回 19回 13回

予算の状況の説明
・執行率は85.0％であり執行残の主な理由は、委託事業者において運営費（人件費・旅費等）に残が生じた
ことによるものである。

活動目標
（指標）

及び進捗状況

R5活動目標（指標）
進捗状況

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

ブランディング、PR等実施

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 5回 3回 5回 5回

実　績 4回 5回 11回 ６回

19回

執行率（％）(B/A) 82.9% 91.2% 85.0%

Ｃ．次年度繰越額 0 0 0 0

うち交付金充当額 30,007 19,540 17,838

26,225

Ｂ．執行済額 37,508 24,425 22,298

Ａ．計(b+d) 45,263 0 26,789 0

(d)前年度繰越額

26,225

(c)増減額(b-a) 0 0 0 0 0

R5年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 45,263 26,789 26,225

(b)予算現額 45,263

　R3年度 R3年度（繰越） R4年度 R4年度（繰越）

26,789

事業内容
海外市場における県産農林水産物の輸出体制構築を目指し、定番化プロモーション、ブランディング強化、新規市場調査、輸出産地
支援等を実施する。

効果発現年度 　　■当年度　　　　　□後年度（　　　　年度）

実施方法  　 □直接実施　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

農林水産部　流通・加工推進課
事業実施

（予定）年度
H30～R6 年度 沖縄振興基本方針

該当箇所

R5-No.68

令和５年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

68 県産農林水産物輸出体制構築事業 新沖縄21世紀ビジョン
基本計画該当箇所

（第４章）

3-⑺-ｳ-②

多様なニーズに対応する戦略
的な販路拡大と加工・販売機能
の強化

担当部課名
Ⅲ-1-(6)



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○委託業務先の選定にあたっては、株式会社プロダ
クツ・プランニングは公募型プロポーザル方式により
企業組織、実績、知識等を勘案した上で選定してお
り、また、沖縄県畜産振興公社は組織、実績、知識等
を勘案した上で随意契約により選定しており、妥当で
あったと考えている。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○

0

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

22,298 22,298 17,838 4,460 0 0

今後の取り組み方針

①生産者の輸出モチベーション向上を促し、新たな産品を輸出できる体制を構築する。

②他産地との差別化を図るため、さらなる県産農林水産物のブランディングに向けて継続した情報発信を行う。

③新規市場での市場価格や流通経路等の調査、現地販売員の指導、消費者へのＰＲ活動を行う。

④八重山食肉センターの施設改修により、石垣から直接、台湾・シンガポールへ牛肉の輸出が可能となる見込みであることから、牛肉の輸出拡大に
向けた取組を強化する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

R5-No.68

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

①海外市場については他国産や日本の他県との競争も激化しており、
県産農林水産物の定番化が厳しい状況にある。

②畜産物の輸出に関して、商流や商法の違いを理解する必要があり、
現地の畜産物流通状況や食文化に熟知した機関との関係構築が必要
である。

③畜産物の輸出にあたっては、輸出可能な品目・対象国が限られてい
る。（生鮮豚肉及び鶏肉の輸出ができない状況）

④牛肉の輸出にあたっては、相手国からの輸出認定を取得したと畜場
でと畜する必要がある。

①他産地との差別化を図るため、さらなる県産農林水産物のブラン
ディングが必要である。

②現地での畜産物販売事例、流通状況や広報活動を調査し取引に
関する慣行及び検疫に関する制度の調査を実施する。

③カントリーリスク低減のため、新規市場開拓に向けた調査を行い、
輸出先として見込みのある国に対し定番化を目指した取組を行う。

④輸出対象国の拡大や物流ルートの改善により、輸出拡大が見込ま
れる品目について重点的に支援することで輸出量の増加を図る。

県産農林水産物輸出体制構築事業
委託業務

沖縄県

交付対象事業費

22,298千円

委託料

21,405千円

沖縄県畜産振興公社

8,922千円
県産農林水産物輸出体制構

築事業（畜産）委託業務

旅費

株式会社プロダクツ・プランニン
グ

事務費

893千円



④分蜜糖工場の高度化に関する調査
目　標 － － １件 －

実　績 － － １件 －

－

実　績 － － １件 － －

進
捗
状
況
説
明

・気象災害等影響緩和対策については、気象災害等による影響のため、分蜜糖製造コストが増嵩し対策を要した製糖工場
並びに新型コロナウィルスの影響による新たな生活様式の実施・導入を行うため支援を要した製糖工場は７社８工場となっ
た。
・製造合理化対策については、５工場で実施し、全て年度内に完了することができた。
・離島条件格差是正補填対策については、当初計画どおり小規模離島の２工場で実施となった。

成果目標
（指標）

及び達成状況

R5成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
R3年度 R4年度

分蜜糖工場の高度化に関する基礎資料の作成
目　標 － － １件

R5年度
目標値

（Ｒ６年度）

全量買い入れを行った分蜜糖製糖工場
目　標 － ９工場

達
成
状
況
説
明

・全量買い入れを行った分蜜糖製糖工場は、９工場となり、目標達成できた。
・分蜜糖製造事業者に対し、気象災害等影響緩和対策、製造合理化対策等の支援を過年度から継続して実施した結果、製
糖期間を通じて分蜜糖製糖工場の適正操業が図られており、さとうきび生産農家の経営安定及び地域社会の維持・形成に
寄与している。

９工場 ９工場 ９工場

実　績

－

目　標 ２工場 ２工場 ２工場 ２工場

実　績 １工場 １工場 ２工場 ２工場

－ ９工場 ９工場 ９工場 －

②製造合理化対策
目　標 ４工場 ３工場 ５工場 ５工場

実　績 ４工場 ４工場 ４工場

予算の状況の説明
・気象災害等影響緩和対策及び離島条件格差是正補填対策において、当初計画の生産見込数量に対し、
さとうきびの生産実績が減少したことによる支援額の増加等により予算現額が増となった。
・執行率は100.0％であり、全ての事業を計画通り執行できた。

活動目標
（指標）

及び進捗状況

R5活動目標（指標）
進捗状況

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

①気象災害等影響緩和対策

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 ４工場 ９工場 ９工場 ９工場

実　績 ５工場 ９工場 ９工場 ８工場

５工場

③離島条件格差是正補填対策

執行率（％）(B/A) 98.7% 99.9% 100.0%

Ｃ．次年度繰越額 0 0 0

うち交付金充当額 510,725 635,677 711,103

889,249

Ｂ．執行済額 638,406 794,596 888,879

Ａ．計(b+d) 647,022 0 795,224 0

(d)前年度繰越額

889,249

(c)増減額(b-a) ▲ 201,294 0 ▲ 388,884 0 135,239

R5年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 848,316 1,184,108 754,010

(b)予算現額 647,022

　R3年度 R3年度（繰越） R4年度 R4年度（繰越）

795,224

事業内容
　さとうきび生産農家の収入を確保するため、分蜜糖製造事業者に対して、気象災害等による製造コスト上昇分の支援、製糖設備の
整備支援等を行う。

効果発現年度 　　□当年度　　　　　■後年度（６年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　□委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

農林水産部　糖業農産課
事業実施

（予定）年度
H24～R13 年度 沖縄振興基本方針

該当箇所

R5-No.75

令和５年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

75 分蜜糖振興対策支援事業費 新沖縄21世紀ビジョン
基本計画該当箇所

（第４章）

3-⑺-ｳ-⑤

製糖業の経営基盤強化と高度
化推進

担当部課名
Ⅲ－１－（６）



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
○（公社）沖縄県糖業振興協会は、さとうきび及び糖業に関
する専門的知識を有する組織であり、本事業の事業実施
主体として妥当であったと考えている。
○受益者である分蜜糖製造事業者は総事業費の４割を負
担しており、事業内容や他の事業の負担割合から判断して
も妥当であった。
○費目・使途については事業目的達成の観点から必要な
ものなのか等について、額の確定時において支出等に関
する書類により確認し、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○

669,864

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

1,558,743 888,879 711,103 177,776 0 0

今後の取り組み方針

・気象災害等影響緩和対策、離島条件格差是正補填対策については、（公社）沖縄県糖業振興協会と支援額に関する協議を早期に行い、分蜜糖製
造事業者の経営安定に資するよう、早期執行に努める。

・製造合理化対策については、（公社）沖縄県糖業振興協会、分蜜糖製造事業者、関係団体等と連携し、早期の事業着手が可能となるよう、当初計
画の十分な調整・精査を行うとともに、定期的に進捗状況の確認を行い、事業完了に遅れが生じないよう努める。また、年度内完了が難しい設備整
備については、分離発注等効率的な事業執行に向けた検討を行い、実施設計等の調整・協議に時間を要する設備整備については、十分な事前調
整を行う。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

R5-No.75

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・事業実施主体である（公社）沖縄県糖業振興協会や分蜜糖製造事業
者、関係団体等と連携し、当初計画の調整・精査、定期的な執行状況の
把握等、事業執行体制の強化に取り組んだことにより、円滑かつ適正な
事業執行が図られた。
・分蜜糖製造事業者は、製糖工場の適正操業を図るため、製糖操業終
了毎に設備のメンテナンスや老朽化に伴い使用限界にある設備の更新
等、設備投資が必要不可欠である。

・計画的な事業執行及び事業効果の早期発現に向けて、（公社）沖縄
県糖業振興協会、分蜜糖製造事業者、関係団体等と連携し、当初計
画の調整・精査、執行状況の定期的な把握等、引き続き、事業執行
体制の強化に努める必要がある。
・分蜜糖製造事業者は、製糖操業終了後の５月～11月の間に設備の
メンテナンスや整備等を完了し、次期製糖期に備える必要があり、設
備整備の可能な期間が限られていることから、製造合理化対策につ
いては、引き続き、事業の早期着手に取り組む必要がある。

沖縄県

交付対象
事業費

888,879千円

旅費

補助金
888,505千円

公益社団法人

沖縄県

糖業振興協会

888,505千円

人件費、旅費
需用費等

事業者負担分（交付対象外経費）
39,449千円

沖縄製糖（株） 39,449千円

事務費
374千円

補助金
883,875千円

事務費
4,630千円

ゆがふ製糖（株） 1,578千円

事業者負担分（交付対象外経費）
1,608千円

事業者負担分（交付対象外経費）
55,761千円

久米島製糖（株） 62,339千円

事業者負担分（交付対象外経費）
211,756千円

大東糖業（株） 232,783千円

事業者負担分（交付対象外経費）
111,977千円

宮古製糖（株）城辺工場・伊良部工場

事業者負担分（交付対象外経費）
21,709千円

北大東製糖（株） 91,621千円

事業者負担分（交付対象外経費）

ＪＡ伊是名支店 103,521千円

事業者負担分（交付対象外経費）
223,847千円

石垣島製糖（株） 240,654千円

分蜜糖製造事
業者の経営安
定を図る取組
に対する支援

交付対象外経費
669,864千円



８工場 ８工場 －

基準値
（Ｈ29年度）

R3年度 R4年度 R5年度
目標値

（R6年度）

実　績

・県内含蜜糖製造事業者８工場に対して、生産条件不利補正対策、気象災害等影響緩和対策、製造合理化対策等の取組
に対する支援を行った。
・製造合理化対策は、６工場で実施し、工場の安定操業に寄与している。
・含蜜糖安定供給対策では、含蜜糖製造に関する課題解決、品質検査指導、研修等を行い、製糖技術者の育成を図る取組
を実施した。
・事業の早期執行を継続して実施し、生産条件不利補正対策、気象災害等影響緩和対策等の支援を行った結果、含蜜糖製
造事業者の経営安定に寄与している。

成果目標
（指標）

及び達成状況

R5成果目標（指標）

【R6成果目標】
全量買い入れを行った含蜜糖製糖工場

目　標 ８工場

全量買い入れを行った含蜜糖製糖工場
目　標 － ８工場 ８工場 ８工場 －

実　績

達
成
状
況
説
明

・全量買い入れを行った含蜜糖製糖工場は、実績が８工場となり、目標を達成することができた。

－ ８工場

８工場

③製造合理化対策
目　標 ２工場 4工場 ２工場 ６工場

実　績 ２工場 4工場

②気象災害等影響緩和対策
目　標 ８工場 ８工場 ８工場 ８工場

実　績 ８工場 ８工場 ８工場

２工場 ６工場

予算額・
執行額

【単位:千円】

0

活動目標
（指標）

及び進捗状況

④安定供給対策
目　標 ８工場 ８工場 ８工場 ８工場

８工場 ８工場 ８工場 ８工場

進
捗
状
況
説
明

目　標 ８工場 ８工場 ８工場 ８工場

実　績 ８工場 ８工場 ８工場 ８工場

予算の状況の説明 ・執行率は99.3%であり、計画的に執行できた。

R5活動目標（指標）
進捗状況

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

①製造コスト不利補正の対策

執行率（％）(B/A) 99.8% 100.0% 99.3%

Ｃ．次年度繰越額 0 0 0 0 0

うち交付金充当額 1,740,518 0 2,035,039 0 1,791,349

2,254,009

Ｂ．執行済額 2,175,648 0 2,543,799 0 2,239,186

0 0 0 0 0

Ａ．計(b+d) 2,180,109 0 2,544,079 0

(d)前年度繰越額

2,254,009

(c)増減額(b-a) 675,054 0 876,623 0 ▲ 144,239

R5年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 1,505,055 0 1,667,456 0 2,398,248

(b)予算現額 2,180,109

　R3年度 R3年度（繰越） R4年度 R4年度（繰越）

0 2,544,079

事業内容
　さとうきび生産農家の収入を確保するため、含蜜糖製造事業者に対し、含蜜糖製造コストの不利補正、製糖設備整備、安定供給等
に対する支援を行う。

効果発現年度 　　■当年度　　　　　□後年度（　　　 年度）

実施方法  　 □直接実施　　　　□委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

農林水産部　糖業農産課
事業実施

（予定）年度
H24～R13 年度 沖縄振興基本方針

該当箇所

R5-No.76

令和５年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

76 含蜜糖振興対策事業費 新沖縄21世紀ビジョン
基本計画該当箇所

（第４章）

3-⑺-ｳ-⑤

製糖業の経営基盤強化と高度
化推進

担当部課名 Ⅲ－１－（６）
Ⅲ－９



①含蜜糖地域のさとうきび農家と含蜜糖製造事業者は、車の両輪のような関係にあり、これにより、地域経済・社会の維持が図られている。工場の
適正操業が行われることにより、さとうきびの適期収穫や適期栽培管理が行えるという観点から、含蜜糖製造事業者が抱える喫緊の課題に対して
必要な取り組みを継続し、総合的な成果目標である含蜜糖製造事業者の経営安定の達成を図る。

②成果目標達成に向けて、JA、生産組合、製糖事業者等との連携を強化し、さとうきび増産及び品質向上に向けた取り組みを行う。

今後の取り組み方針

R5-No.76

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

①含蜜糖製造事業者は、製糖終了後の４月～11月頃の間に次期製糖
期に向けた設備整備等を行っていることから、事業着手時期が遅れると
含蜜糖製造事業者の資金繰り悪化や設備整備の遅れによる次期製糖
開始の遅れにつながり、さとうきび生産者や製糖事業者の経営圧迫が
懸念される。
　小規模離島で行われている含蜜糖の生産は、地域の農業・経済を支
える重要な産業となっている。一方、含蜜糖の生産は、地理的、自然的
条件等が不利なことから、安定生産に課題を抱えており、支援体制の継
続が必要である。

②成果目標である全量買い入れを行った含蜜糖製糖工場について、R５
年度は目標が達成された。今後もさとうきびの増産に対応できるよう、含
蜜糖製造事業者の経営安定、黒糖の品質向上に向けた継続した取り組
みが必要である。

①計画的な事業執行及び事業効果の早期発現に向け、継続的に関
係団体との連携に取り組み、事業執行体制の強化を図る必要があ
る。
　工場の安定操業により、含蜜糖地域の生産農家が安心してさとうき
びを生産できる状況を確保していく必要がある。

②今後も成果目標達成のため、さとうきびの増産に対応できるよう、
含蜜糖製造事業者の経営安定、黒糖の品質向上に向けた継続した
取り組みが必要である。

2,397,340 2,239,186 1,791,349

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

447,837 0 0 158,154

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価に関する説明

○（公社）沖縄県糖業振興協会は、さとうきび及び糖
業に関する専門的知識を有する組織として、本事業
の事業実施主体として適正である。

○費目・使途については事業目的達成の観点から必
要なものなのか等について額の確定時において支出
等に関する書類により確認、適正であった。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

支出先の選定方法は妥当か。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

評価 点　検　項　目

○

沖縄県黒砂糖協同組合
10,000千円

含蜜糖製造時業者の経営
安定を図る取組に対する
助成

JAおきなわ
与那国支店工場

111,431千円

JAおきなわ
伊平屋支店工場

181,444千円

宮古製糖株式会社
多良間工場
619,870千円

JAおきなわ
伊江支店製糖工場

446,652千円

JAおきなわ
粟国支店製糖工場

135,646千円

西表糖業株式会社
311,978千円

JAおきなわ
小浜製糖工場
120,882千円

波照間製糖株式会社
296,082千円

交付対象外経費
4,031千円

交付対象外経費
61,787千円

交付対象外経費
20,797千円

交付対象外経費
14,368千円

交付対象外経費
8,021千円

交付対象外経費
24,160千円

交付対象外経費
16,883千円

交付対象外経費
8,025千円

含蜜糖安定供給対策の取
組に対する助成

交付対象外経費
84千円

県事務費
244千円

旅費

公益社団法人

沖縄県

糖業振興協会

2,238,942千円

補助金
10,000千円

交付対象外経費
158,070千円

事務費
4,957千円 人件費等

補助金
2,223,984千円

補助金
2,238,942千円

沖縄県

交付対象
事業費

2,239,186千円

交付対象外経費
0千円



　成果目標である沖縄黒糖を使用した商品の生産・販売を行う企業数は８社であり、目標は達成できた。

４社
【R６成果目標】
沖縄黒糖を使用した商品の生産・販売を行う
企業数

目　標 - - - -

- ５社 ８社 ８社 －

進
捗
状
況
説
明

　沖縄県黒砂糖協同組合および含蜜糖製糖事業者、委託事業者にて県内外における商談会や、観光や展示会等における
PR活動を実施した。商談会では102社と名刺交換を実施し、商談成約に向け取組は継続中である。また、ＰＲ活動は、県内２
回、県外１回開催し、黒糖の販売促進に努めた。

成果目標
（指標）

及び達成状況

R5成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
R3年度 R4年度 R5年度

目標値
（Ｒ６年度）

沖縄黒糖を使用した商品の生産・販売を行う
企業数

目　標 - ４社 ４社 ４社 －

実　績

達
成
状
況
説
明

目　標 実施 実施 － 実施

実　績 実施した 実施した

県内における商談会の開催
目　標 １回 １回 １回 １回

実　績 １回 １回 １回

－ 実施した

予算の状況の説明
　沖縄黒糖の需要拡大や消費拡大を図るため、商談会の開催に要する経費として委託料、商品開発の補助
支援として補助金を計上した。
　執行率は75.4％であり、主に補助金の執行残が発生したことによるものである。

活動目標
（指標）

及び進捗状況

R5活動目標（指標）
進捗状況

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

県外における商談会の開催

予算額・
執行額

【単位:千円】

0

目　標 ２回 ２回 ２回 １回

実　績 ２回 １回 ２回 １回

４回

観光や展示会等におけるPR活動の実施

執行率（％）(B/A) 52.4% 65.8% 75.4%

Ｃ．次年度繰越額 0 0 0 0 0

うち交付金充当額 14,720 0 13,327 0 15,397

25,518

Ｂ．執行済額 18,400 0 16,659 0 19,246

0 0 0 0 0

Ａ．計(b+d) 35,092 0 25,330 0

(d)前年度繰越額

25,518

(c)増減額(b-a) 0 0 0 0 0

R5年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 35,092 0 25,330 0 25,518

(b)予算現額 35,092

　R3年度 R3年度（繰越） R4年度 R4年度（繰越）

0 25,330

事業内容 　業界団体及び黒糖製造事業者において黒糖の販路拡大の支援が必要なことから、新たな需要開拓に取り組む。

効果発現年度 　　■当年度　　　　　□後年度（　　　　年度）

実施方法  　 □直接実施　　　　■委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

農林水産部　糖業農産課
事業実施

（予定）年度
R2～R6 年度 沖縄振興基本方針

該当箇所

R5-No.77

令和５年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

77 沖縄黒糖販路拡大推進事業 新沖縄21世紀ビジョン
基本計画該当箇所

（第４章）

3-⑺-ｳ-⑤

製糖業の経営基盤強化と高度
化推進

担当部課名 Ⅲ－１－（６）
Ⅲ－９



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○予算規模は、委託業務量を勘案した予算規模と
なっており、適正である。

○費目・使途については事業目的達成の観点から必
要なものなのか等について額の確定時において支出
等に関する書類により確認、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○

2,109

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

21,355 19,246 15,397 3,849 0 0

今後の取り組み方針

　引き続き、商談会の開催による新たなユーザーを獲得や、商品開発の補助支援に取り組みつつ、観光や展示会等におけるPR活動の実施に取り
組む。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

R5-No.77

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

　当面、新型コロナウイルス感染症禍の影響が残る中で、既存需要およ
び新規需要の掘り起こしが必要である。
　また、商談会については、県外のイベント会場でＰＲも兼ね幅広く周知
を行ったのち、バイヤーを現地に招致する形で実施した。商談後の成約
に結びつく精度の高い商談会とするためには、開催方法の工夫と精査、
ノウハウの構築が必要である。

　商談後の成約に結びつく精度の高い商談会とするためには、今後も
引き続き開催方法の工夫と精査、ノウハウの構築を図る。
　また、新規需要の開拓のため商品開発にかかる情報発信の強化を
図る。

公益財団法人
流通経済研究所

13,243千円

委託料
13,243千円

沖縄県

交付対象
事業費

19,246千円

・県内外商談会の開催

・商品開発企業審査会の実施

・黒糖ＰＲイベントの開催

補助金
5,786千円

（株）バタフライピー研究所 ・商品開発及び試作品販売テスト

春日井製菓販売（株） ・商品開発及び試作品販売テスト

（株）あじとや ・商品開発及び試作品販売テスト

（株) note ・商品開発及び試作品販売テスト

沖縄製粉（株） ・商品開発及び試作品販売テスト

（株）銚子屋 ・商品開発及び試作品販売テスト

（有）木村屋 ・商品開発及び試作品販売テスト

（合）kurage ・商品開発及び試作品販売テスト
県事務費
218千円

旅費



- -

- - 21件 16件 -

目　標 - - 2件 2件

実　績

0回 0回 1回

- 0回 0回 1回

進
捗
状
況
説
明

当初計画ではR5活動目標として「アグーブランド豚肉の魅力発信」及び「バイヤーツアーの実施」を計画していたが、R4まで
の実施内容等を踏まえ、「畜産農家及びその販売代理店を対象としたハンズオン支援」や「販促ツールの作成」がより効果的
な取組であると判断し、内容を変更し事業を実施した。
R5は「高級飲食店、量販店でのフェア」の回数も目標値を大きく上回る成果を上げており、その他の取組についても目標値を
達成した。

（参考）販促ツールの作成
目　標

実　績

-

高級飲食店、量販店でのフェア　１回
目　標 - 1回 1回 1回

実　績 - 4回

バイヤーツアーの実施　１回
目　標 - - 1回 1回

実　績 - - 1回

8回 16回

予算額・
執行額

【単位:千円】

－

活動目標
（指標）

及び進捗状況 （参考）アグーブランド豚肉を生産している畜
産農家及びその販売代理店を対象としたハ
ンズオン支援の実施

目　標 - 0回 0回 2回

- 0回 0回 2回

-

目　標 - 2回 2回 1回

実　績 - 4回 3回 -

予算の状況の説明 ・執行率は95.9％であり、概ね計画的に執行できた。

R5活動目標（指標）
進捗状況

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

アグーブランド豚肉の魅力発信　１回

執行率（％）(B/A) 98.8% － 98.9% － 95.9%

Ｃ．次年度繰越額 0 － 0 － 0

うち交付金充当額 14,781 － 15,823 － 10,904

14,213

Ｂ．執行済額 18,477 － 19,778 － 13,630

- － － － 0

Ａ．計(b+d) 18,695 － 20,000 －

(d)前年度繰越額

14,213

(c)増減額(b-a) 0 － 0 － 0

R5年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 18,695 － 20,000 － 14,213

(b)予算現額 18,695

　R3年度 R3年度（繰越） R4年度 R4年度（繰越）

－ 20,000

事業内容 　沖縄県のアグーブランド豚肉を県外消費者にPRすることでアグーブランド豚肉の認知度向上及び販路拡大を図る。

効果発現年度 　　■当年度　　　　　■後年度（令和6年度）

実施方法  　 □直接実施　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

農林水産部　畜産課
事業実施

（予定）年度
R2～R6 年度 沖縄振興基本方針

該当箇所

R5-No.79

令和５年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

79 沖縄県産豚肉消費活性化事業 新沖縄21世紀ビジョン
基本計画該当箇所

（第４章）

3-⑺-ｳ-②

多様なニーズに対応する戦略
的な販路拡大と加工・販売機能
の強化

担当部課名
Ⅲ－１－（６）

- -
R３年度比
６％以上増

達
成
状
況
説
明

令和５年度に実施した高級飲食店等でのメニューフェア等の実施により、アグーブランド豚肉を県外に販売する商談の成立
件数が16件となり、目標を達成した。

成果目標
（指標）

及び達成状況

R5成果目標（指標）

アグーブランド豚肉を県外に販売する商談の
成立件数：２件

【R６成果目標】
県産豚肉県外出荷量

目　標

基準値
（○○年度）

R3年度 R4年度 R5年度
目標値

（R6年度）

-

実　績



支出先の選定方法は妥当か。

○

今後の取り組み方針

①ブランディングの強化
　アグーブランド豚の持つ歴史やストーリー、肉質、栄養成分等、付加価値となる情報を整理し、それを効果的に発信することで、バイヤーや消費者
に信頼感を与え、導入や購買意欲の向上に繋げる。
②有効なターゲットの選定
　アグーブランド豚のような高付加価値な商品は高級レストランやホテル、百貨店など、高級志向の顧客層から需要が高いため、こうしたターゲットを
中心とした販路開拓を進める。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

2,726 0 0 0

うち交付金
充当額

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

13,630 13,630 10,904

R5-No.79

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・アグーブランド豚は成長速度や歩留まりの悪さ等の要因から一般豚に
比べ生産コストが高い。また、県外へ流通する場合にも他地域の商品と
比較し、配送コストが掛かる。
・高単価で取引が可能な高級飲食店等では、月毎や季節毎で定番メ
ニューの構成を変更する場合も多い。

・アグーブランド豚の販路拡大を進めるためには、コスト面でのデメ
リット以上に、魅力（付加価値）が備わった素材であるということを理解
してもらう必要がある。
・「高価格・高付加価値」の商品として親和性の高いターゲット（高級飲
食店等）を中心に販路開拓を進める。
・アグーブランド豚を取り扱う事業者の数を増やし、恒常的な消費が
可能となるよう販促活動を継続し、新規事業者を開拓する。
・県外と比較し、輸送費が抑えられる県内の高級飲食店やリゾートホ
テルへの販路拡大を検討する。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価に関する説明

○委託業務先の選定に当たっては、公募型プロポー
ザル方式により企業組織、実績、知識等を勘案した
上で選定しており妥当であったと考えている。

○費目・使途については、事業報告書等を検査し、適
正である事を確認した。○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

評価 点　検　項　目

○

沖縄県

交付対象
事業費

13,630千円

委託料
13,563千円

(株)ノイズ・バリュー社

13,563千円

事務費
67千円

需用費



R5-No.58

令和５年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

58 AIを活用した作物障害画像診断に向けた体制整備事業 新沖縄21世紀ビジョン
基本計画該当箇所

（第４章）

3-⑺-ｵ-③

地域特性を最大限に生かした
農林水産技術の開発と普及

担当部課名
Ⅲ－１－（６）

事業内容 人為的な病害虫及び栄養障害作物を作出し、画像データを集積する。現場での画像データも同時に集積する。

効果発現年度 　　□当年度　　　　　■後年度（令和13年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

農林水産部　農林水産総務課
事業実施

（予定）年度
R4～R8 年度 沖縄振興基本方針

該当箇所

69,495

(c)増減額(b-a) 0 0 0 0 0

R5年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 77,700 69,495

(b)予算現額

　R3年度 R3年度（繰越） R4年度 R4年度（繰越）

77,700

0 0

Ａ．計(b+d) 0 0 77,700 0

(d)前年度繰越額

うち交付金充当額 53,890 53,580

69,495

Ｂ．執行済額 67,540 66,976

86.9% 96.4%

Ｃ．次年度繰越額 0 0 0

予算の状況の説明
・執行率は96.4%で、離島における病害虫の発生減に伴う調査補助員（会計年度任用職員）の旅費の執行
残。

活動目標
（指標）

及び進捗状況

R5活動目標（指標）
進捗状況

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

統合データベースに用いる画像データ集積
のための障害作物の作出

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 - - 作出する 作出する

実　績 - - 作出した 作出した

執行率（％）(B/A)

- - 12,116枚 17,776枚 -

進
捗
状
況
説
明

病害虫においてはサトウキビ、カンショ、オクラ、ゴーヤー及びマンゴーにおいて、人為的接種により被害作目を作出した。ま
た、栄養障害については、サトウキビ、オクラ及びゴーヤーにおいて、水耕栽培により、栄養障害作物を人為的に作出した。

成果目標
（指標）

及び達成状況

R5成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
R3年度 R4年度 R5年度

目標値
（13年度）

統合データベースに用いる画像データ数
目　標 - - 10,000枚 12,500枚 -

実　績

達
成
状
況
説
明

人為的に障害を起こした作物及生産やほ場における障害作物の画像を撮影後、アノテーション（AIが学習する箇所をマーキ
ングすること）を行うことにより、統合データベースに用いる教師画像データを17,776枚作成し、目標を達成した。

１割減

【R８成果目標】
病害虫診断正答率

目　標 - - - - 80%

【R13成果目標】
診断システム利用者の農薬の散布回数

目　標 - - - -



R5-No.58

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

①障害が不定形（形が不規則）な症状については、当初障害当たり
1,000枚を想定していたが、2,000枚程度必要であることがわかった。

②障害の教師画像データのみでなく、利用者が障害と見間違えそうな健
全植物の症状についても収集が必要である。

③機械学習方法は日進月歩で進んでおり、新たな手法を取り入れる必
要がある。

①アノテーションの手法について、改善を行い、判別率向上につなが
るか検証を行う。

②現地ほ場でのデータ収集を強化し、現場で見られる類似症状の教
師画像データを取得する必要がある。

今後の取り組み方針

①障害の種類を分類し、それぞれに適したアノテーションの方法について、研究を進める。

②画像の収集が遅れている障害について、障害作物の作出を重点的に行い、画像収集を加速させる。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

66,976 66,976 53,580 13,396 0 0 0

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○委託事業者は、委託成果審査会を開催し事業の
内容や進捗状況を審査した上で契約を行ったことか
ら、妥当であったと考える。

○費目・使途については、事業報告書等を検査し、適
正である事を確認した。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

沖縄県

交付対象
事業費

66,976千円

株式会社メディアトランスポート

26,014千円

株式会社 ベックス
961千円

第一農薬株式会社
13,068千円

AI画像診断判別器開発委託業務

植物病原菌のDNAシークエンス解析

害虫等飼育委託

委託料
40,043千円

報酬、職員手当等、共済費、費用弁償、報償
費、旅費、需用費、役務費、使用料及び賃借
料

試験研究費

(県農業研究センター）

26,933千円



R5-No.59

令和５年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

59 地域を支えるサトウキビ大規模栽培体系構築事業 新沖縄21世紀ビジョン
基本計画該当箇所

（第４章）

3-⑺-ｵ-③

地域特性を最大限に生かした
農林水産技術の開発と普及

担当部課名
Ⅲ－１－（６）

事業内容
①収量への影響が少ない省力技術の開発植付け技術の開発
②農業機械の自動操舵およびドローンによる各種作業の実施と作業時間、面積の検証
③新規育種素材を活用した交配後代集団の特性調査

効果発現年度 　　□当年度　　　　　■後年度（令和13年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

農林水産部　農林水産総務課
事業実施

（予定）年度
H30～R8 年度 沖縄振興基本方針

該当箇所

33,453

(c)増減額(b-a) 0 0 0 0 0

R5年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 47,824 37,052 33,453

(b)予算現額 47,824

　R3年度 R3年度（繰越） R4年度 R4年度（繰越）

37,052

Ａ．計(b+d) 47,824 0 37,052 0

(d)前年度繰越額

うち交付金充当額 35,393 26,618 22,968

33,453

Ｂ．執行済額 44,241 33,273 28,710

執行率（％）(B/A) 92.5% 89.8% 85.8%

Ｃ．次年度繰越額 0 0 0

予算の状況の説明
・執行率は85.8％であった。会計年度任用職員の募集に際して応募が少なかったため、主に報酬等の人件費
に執行残が発生した。

活動目標
（指標）

及び進捗状況

R5活動目標（指標）
進捗状況

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

①株出し栽培での管理作業における収量性
への評価（３工程）
プランタ改良による植付け評価

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標
収量への影響が少ない
省力技術の探索（３工
程）

収量への影響が少ない
省力技術の探索（３工
程）

実　績
収量への影響が少ない
省力技術探索実施（３工
程）

収量への影響が少ない
省力技術探索実施（３工
程）

自動操舵およびドローン
による各種作業探索実
施（３作型）

③種属間交雑後代の生育特性評価試験（８
系統）

目　標
交配後代集団の特性調
査（８系統）

交配後代集団の特性調
査（８系統）

実　績

②農業機械の自動操舵、ドローンの作業性お
よび効果試験（３作型）

目　標
自動操舵およびドローン
による各種作業の検証
（３作型）

自動操舵およびドローン
による各種作業の検証
（３作型）

実　績
自動操舵およびドローン
による各種作業探索実
施（２作型）

交配後代集団の特性調
査の実施（12系統）

交配後代集団の特性調
査の実施（1３系統）

進
捗
状
況
説
明

①収量への影響を確認するため、1.植付け、2.株揃え、3.根切り排土作業の省略および、ビレットプランタの発芽促進について
実施した。
②ドローンにおける1.春植え、2.株出し、3.夏植えほ場での画像取得法開発と解析を行うとともに、ドローンによるセンシング等
の委託事業を実施した。
③育種に関する委託事業において、新規系統の評価やゲノム情報の整備を行った。また、3次選抜10系統、５次選抜３系統を
評価し次の試験に供試する。

R5成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
R3年度 R4年度

農業機械の自動操舵およびドローンによる各
種作業の検証

目　標 各種作業の検証

R5年度
目標値

（R13年度）

収量への影響が少ない省力技術のリスト化
目　標

省力技術の探索の検
討

省力技術の探索のリ
スト化 -

実　績

実　績

-

実　績
交配後代集団の特性
調査を実施した

交配後代集団の特性
調査、圃場での評価
を実施した

-

目　標
交配後代集団の特性
調査

交配後代集団の特性
調査、圃場での評価

①サトウキビ省力栽培について、各作業の省略やビレットプランタでの発芽促進について調査し、リスト化により目標達成し
た。
②スマート農業機器（自動操舵）による省力性と収量性の調査を実施した。ドローンによるほ場の害虫センシングは、委託事業
と連携してデータの蓄積を行い、解析を実施し、目標を達成した。
③育種関係の委託事業により、耐病性と根の改良系統の選抜を進めた。ゲノム情報の整備を行った。また、根が強く農業特
性にも優れた新品種開発に向けた有望系統の調査、評価を行い、選抜して、次の試験へ供試し目標を達成した。

10%

マーカー育種技術を利用して育成した台風や
干ばつに強く収量が安定する品種導入

目　標 １品種

成果目標
（指標）

及び達成状況

新規育種素材を活用した交配後代集団の特
性調査、圃場での評価

管理作業の省力化・時間削減が可能な栽培
体系の普及による一農家あたり収穫面積向
上

目　標

達
成
状
況
説
明

各種作業の検証 -

各種作業の検証を実
施した

各種作業の検証を実
施した -

省力技術の探索を実
施した

省力技術のリスト化
を実施した -



①機械化一貫作業が収量に与える影響の調査や、スマート技術を組み込んだ技術の検証について、各作型で実施する。各地の実情に合わせ体系化
を行う。
②害虫や雑草のスマートモニタリング方法を確立するため、画像処理等を進める。
③遺伝子解析等のボリュームに留意しつつ、選抜技術の確立と有望系統の確立を進める。

R5-No.59

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

①機械化一貫管理作業が収量に与える影響の調査や、スマート技術を
組み込んだ体系について、主作型である株出しにおける検討を十分に行
うためには、調査面積を拡大する必要がある。
②害虫や雑草のスマートモニタリング方法を確立するには、大量の画像
処理等が必要となる。
③機械化一貫体系に対応した育種のため、新系統を選抜する必要があ
る。ゲノム情報の整備を進めるため、遺伝子解析等のボリュームを確保
する必要がある。

①栽培体系については、株出し試験の結果を導き、各地の実情に合
わせた体系とするために調査面積の拡大が必要なため、予算の確保
に努める。
②画像解析に必要な条件等を整備して実施する。
③評価を実施する系統数と解析する領域については、効率や優先度
を確認して実施する。

28,710 28,710 22,968

今後の取り組み方針

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

5,742 0 0 0

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価に関する説明

○研究に関する委託を行っており委託事業者は、企
画提案プロポーザルなど事業の内容によって選定し
た、特殊施設は特命随契となっているが、妥当であっ
たと考える。

○費目・使途については、事業報告書等を検査し、適
正である事を確認した

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

支出先の選定方法は妥当か。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

評価 点　検　項　目

○

委託料
11,911千円 サトウキビ新規育種素材・技術開発コンソー

シアム

（国研）国際農林水産業研究センター

（公益財団法人）かずさＤＮＡ研究所

（国立大学法人）東京大学

（国研）九州沖縄研究センター

8,991千円

沖縄県

交付対象

事業費

28,710千円

サトウキビ育種事業の基盤強化を進める
新規育種素材および育種技術の開発に係
る研究

（公益財団法人）かずさＤＮＡ研究所
1,490千円

試験研究費
（県農業研究

センター）
16,799千円

無人航空機を利用した雑草及び害虫被
害を検出する基礎技術開発に係る研究委
託業務

アズビル(株)
1,430千円

サトウキビ交配温室システム年間保守点

検

報酬、職員手当等、共済費、旅費、需用費、役務費、使用料及び賃借料



安定生産技術開発に向けた栽培試験の実施
目　標 - - 栽培試験の実施 -

実　績 - -
栽培試験を行っ
た

-

-

新規品目の評価
およびマンゴー
DNAマーカーの開
発

- - -

新規品目の評価
を行った。また、
マンゴーDNAマー
カーの開発を実
施した。

活動目標
（指標）

及び進捗状況

新規品目導入に向けた栽培試験の実施およ
びマンゴーで得られたQTLマーカーの検証お
よびPCRベースのマーカー化を進める。

目　標 - -

進
捗
状
況
説
明

①マンゴー、パインアップルの2品目を対象に、各生育状況別に画像データを収集し、委託先に提供した。収集した画像につ
いて解析を進めている。
②優良生産者5名の施設内環境データを収集し、各種条件を解析し、単年度成績書を取りまとめ、推進会議で検討した。
③ピタヤ、パインアップル、アセロラ、シークワーサーに関して鮮度保持条件の確立および加工特性評価を実施し、単年度成
績書を取りまとめ、推進会議で検討した。
④中晩性カンキツ、インドナツメを対象に、安定生産技術開発に向けた栽培試験を実施した。委託課題においてマンゴーの
DNAマーカー開発を実施し、成果を報告書として取りまとめた。
・その他、アセロラ、パッションフルーツ等の研究課題ごとに、単年度成績書を取りまとめ、推進会議で検討した。

各種試験を実施
した

各種試験を実施
した

実　績

マンゴー優良生
産者圃場におい
て環境データを収
集した

1次加工特性・鮮度保持・機能性試験（アセロ
ラ・パイン・ピタヤ）や安定生産に向けた栽培
技術開発（4品目）を実施する。

目　標 - - 各種試験の実施 各種試験の実施

実　績 - -

マンゴー等における栽培ステージ毎の作業
の可視化および環境データの数値化を進め
る。

目　標 - -
可視化のための
データ収集

マンゴー優良生
産者データ収集

実　績 - -
可視化のための
データ収集を行っ
た

R5活動目標（指標）
進捗状況

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

デジタル技術によって識別が可能な生育基
準画像の抽出（パインアップル・マンゴー）

目　標 - - 要素の抽出
画像データの蓄
積

実　績 - -
要素の抽出のた
めの検討を行った

各生育ステージ
の画像を収集した

26,940

34,964

Ｂ．執行済額 41,806 30,443 33,675

執行率（％）(B/A) 92.8% 78.4% 96.3%

Ｃ．次年度繰越額 0 0 0

0 0 0

R5年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 45,066 38,815 34,964

(b)予算現額 45,066

Ａ．計(b+d) 45,066予算額・
執行額

【単位:千円】

　R3年度 R3年度（繰越） R4年度 R4年度（繰越）

38,815

(d)前年度繰越額

0 38,815 0

うち交付金充当額 33,445 24,355

予算の状況の説明
・執行率は96.3％であり、概ね計画的に執行された。採用予定の会計年度職員の変更により、職員手当、旅
費の費用弁償（会計年度任用職員）に関して執行残が発生した。また、軽トラのリース台数変更に伴い、使
用料に執行残が発生した。

34,964

(c)増減額(b-a) 0 0

事業内容

・収穫期予測技術開発に向けて、画像データの蓄積を行い、予測に必要な生育基準点の検出法を開発する。
・可視化データを活用した感覚的に理解しやすい栽培マニュアル作成のため、優良生産者圃場を選定し、その施設内環境データお
よび樹体情報を収集する。
・鮮度保持、１次加工製造技術、安定供給技術の開発にむけた基礎特性の把握や安定生産に向けた栽培技術開発を行う。
・新規品目による栽培技術開発に向け、新規品目の評価を行うとともにゲノム情報を活用したパインアップル等のスマート育種シス
テム導入を目指す。

効果発現年度 　　□当年度　　　　　■後年度（令和13年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

農林水産部　農林水産総務課
事業実施

（予定）年度
H25～R8 年度 沖縄振興基本方針

該当箇所

R5-No.60

令和５年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

60 持続可能な沖縄型果樹生産技術開発事業 新沖縄21世紀ビジョン
基本計画該当箇所

（第４章）

3-⑺-ｵ-③

地域特性を最大限に生かした
農林水産技術の開発と普及

担当部課名
Ⅲ-１-(6)



達
成
状
況
説
明

・生育時期の判別に向け、マンゴーは開花日から開花終了日にかけて、パインアップルは出蕾期の動画を含む画像データを
各1,000枚以上収集し、各画像を解析した。目標は達成した。
・マンゴーの栽培管理技術の可視化を進めるため優良生産者圃場5カ所で実施した。目標は達成した。
・気候変動環境下での安定供給に向け、ピタヤ、パインアップル、アセロラ、シークワーサーの4品目で鮮度保持条件の検討
及び、パインアップルで１次加工品試作を実施した。目標は達成した。
・新規品目の導入による収穫期拡大および安定生産技術開発にむけて、２品目で試験栽培を行った。目標は達成した。
・マンゴー「アーウイン」×「キーツ」の実生集団を用いて果実障害に関するDNAマーカーを開発した。目標は達成した。

R5-No.60

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・カンキツの開花安定技術の課題は、「天草」の樹勢の低下、疫病による
シークヮーサーの枯死が生じ、試験樹の確保が困難となっている。
・パッションフルーツの課題解決に向けて、既存品種・系統と異なる特性
を持つ新たな品種が必要となっている。
・得られ始めた研究成果に関してより多くの検証が必要になっている。

・カンキツの課題では、使用可能な品種および試験圃場を活用し、新
たな研究課題を検討する。
・別事業で育成中の系統や実生個体を活用し、育成を実施する。
・得られた研究成果については、JAの指導員や各地の果樹担当普及
員への情報共有を図り、現場実証が可能か調整を進める。

生果：1.5倍
加工品：周
年

【R13成果目標】
新規品目の導入による収穫期拡大による冬
期取扱量の増大

目　標 - - - -
冬期取扱量
10%増

【R13成果目標】
生果および１次加工品供給期間の延長

目　標 - - - -

２品目

【R13成果目標】
マンゴーにおいて収量を安定して得られる栽
培体系の確立

目　標 - - - -
平均反収
0.9t/ha

【R13成果目標】
先端技術を活用した画像等による栽培管理
支援技術の実用化

目　標 - - - -

-

実　績 - -
2品目の評価
のための試験
を行った。

2品目の試験を
行った。
マーカー開発
を行った。

-

新規品目評価（２品目以上）およびマンゴー
重要形質におけるPCRベースのマーカー化

目　標 - - 1品目以上

新規：2品目以
上
マンゴーDNA
マーカー開発

-

実　績 - -

3品目の基礎
特性把握のた
めの試験を
行った。

4品目の基礎
特性把握のた
めの試験を
行った。

-

鮮度保持・１次加工品製造技術の開発にむ
けた基礎特性の把握（３品目）

目　標 - - 2品目 3品目

・カンキツの課題では、気象条件に影響を受けずに高糖度果実が収穫可能なSマルチを利用した「天草の高品質果実安定生産技術」の課題を実施
し、新たな技術開発を目指す。
・パッションフルーツは、新たな有望品種を開発するため交配育種試験を実施する。
・研究計画設計会議や研究成果を検討する推進会議に果樹担当普及員等への参加を要請し、情報発信を進めるとともに現地実証の試験設計に反
映する。

今後の取り組み方針

成果目標
（指標）

及び達成状況

R5成果目標（指標）

-

実　績 - -
1品目：５生産
者のデータを
収集した。

マンゴー：５生
産者の環境
データを収集し
た。

-

マンゴー優良生産者圃場において施設内環
境および樹体データの収集（４生産者以上）

目　標 - -
1品目:4生産者
以上

1品目:4生産者
以上

2品目：
各1000枚以上

-

実　績 - -
1品目：
2,500枚を検証
した

パイン・マン
ゴー：動画を含
む各1000枚以
上の画像デー
タを収集した。

-

基準値
（○○年度）

R3年度 R4年度 R5年度
目標値

（R13年度）

栽培ステージ毎の画像データの蓄積（パイン
アップル、マンゴーの２品目：画像データ各
1,000枚以上収集）

目　標 - - 1品目:100枚



資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

0

○委託先の選定については、特殊性の高い業務であ
り、公募型プロポーザル方式による審査や入札を経
て適正に実施した。

○費目・使途については、事業目的達成の観点から
必要性・規模を判断するとともに、額の確定時は支出
書類により確認したところ適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

その他

33,675 33,675 26,940 6,735 0 0

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県
負担金

うち市町村
負担金

沖縄県

交付対象
事業費

33,675千円

委託料
5,780千円

・センサーデータとIoTを活用したマンゴー病害の感染リ
スク予測による新たな防除法開発に係るデータ解析

・沖縄の栽培環境に対応した遮光と灌水制御を備え
る自動制御システムの改良

沖縄型果樹栽培におけるDXを
活用した社会実装型AI・IoT栽

培支援システムの開発コンソー
シアム

（沖縄工業高等専門学校）
（岡山県立大学）

1,900千円

試験研究費
（県農業研究センター）

27,895千円

報酬、職員手当、共済費、費用弁償、旅費、需用費、役務費、使用料
及び賃借料、備品購入費

沖阪産業株式会社

1,488千円

株式会社ITグローバルブレイン
1,240千円

・沖縄型果樹栽培におけるDXを活用した社会実装型
AI・IoT栽培支援システムの開発

国立研究開発法人農業・食品
産業技術総合研究機構

1,152千円

・マンゴー育種選抜に利用可能なDNAマーカーの検証
および作成

沖縄県

交付対象
事業費

33,675千円

委託料
5,780千円

・センサーデータとIoTを活用したマンゴー病害の感染リ
スク予測による新たな防除法開発に係るデータ解析

・沖縄の栽培環境に対応した遮光と灌水制御を備え
る自動制御システムの改良

沖縄型果樹栽培におけるDXを
活用した社会実装型AI・IoT栽

培支援システムの開発コンソー
シアム

（沖縄工業高等専門学校）
（岡山県立大学）

1,900千円

試験研究費
（県農業研究センター）

27,895千円

報酬、職員手当、共済費、費用弁償、旅費、需用費、役務費、使用料
及び賃借料、備品購入費

沖阪産業株式会社

1,488千円

株式会社ITグローバルブレイン
1,240千円

・沖縄型果樹栽培におけるDXを活用した社会実装型
AI・IoT栽培支援システムの開発

国立研究開発法人農業・食品
産業技術総合研究機構

1,152千円

・マンゴー育種選抜に利用可能なDNAマーカーの検証
および作成



R5-No.61

令和５年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

61
労働力不足と環境負荷軽減に対応する沖縄型園芸農業技術開発
事業

新沖縄21世紀ビジョン
基本計画該当箇所

（第４章）

3-⑺-ｵ-③

地域特性を最大限に生かした
農林水産技術の開発と普及

担当部課名
Ⅲ－１－（６）

事業内容

①病害虫に強く作業性に優れたゴーヤーの品種育成を行う。
②野菜類（サヤインゲン等）において作業の省力化と環境負荷軽減に関する栽培技術の検討を行う。
③病害虫に強く作業性に優れた花きの品種の検討を行う。
④花き類における省力的防除方法、環境負荷を軽減する施肥条件の検討を行う。

効果発現年度 　　□当年度　　　　　■後年度（Ｒ13年度）

実施方法  　■直接実施　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

農林水産部　農林水産総務課
事業実施

（予定）年度
H30～R8 年度 沖縄振興基本方針

該当箇所

予算額・
執行額

【単位:千円】

　R3年度 R3年度（繰越） R4年度 R4年度（繰越）

32,045

(d)前年度繰越額

0 32,045 0

うち交付金充当額 29,860 19,835

予算の状況の説明
・執行率は94.8％であり、主に報酬、職員手当等、共済費、費用弁償の執行残が発生した。これは、会計年
度任用職員の募集を行ったが、必要人数の応募がなかったことによるものである。

28,919

(c)増減額(b-a) 0 0 0 0 0

R5年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 40,427 32,045 28,919

(b)予算現額 40,427

0 0 0

Ａ．計(b+d) 40,427

21,933

28,919

Ｂ．執行済額 37,325 24,795 27,417

執行率（％）(B/A) 92.3% 77.4% 94.8%

Ｃ．次年度繰越額 0 0 0 0

R5活動目標（指標）
進捗状況

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

①ゴーヤーの品種選抜試験を実施する。
目　標 8系統 ６系統

実　績 8系統 6系統

②サヤインゲン等における環境制御や天敵
等を用いた防除技術等の試験を実施する。

目　標 １件 2件

実　績 １件

２件 ２件

２件 ２件

活動目標
（指標）

及び進捗状況

④キク類等における防除作業の軽労化、適
正施肥量に関する試験を実施する。

目　標

進
捗
状
況
説
明

①ゴーヤーの選抜試験は、目標どおりの6系統を用いて実施した。
②野菜類における省力栽培技術及び環境負荷軽減に関する試験を目標どおりの２件実施した。
③キク類の選抜試験は、目標どおりの輪ギク、スプレーギク、夏秋ギクなど16系統を用いて実施した。
④花きにおける省力栽培技術及び環境負荷軽減に関する試験を目標どおりの２件実施した。

赤輪ギク４系統
黄輪ギク13系統

16系統

実　績

2件

③キク類の品種選抜試験を実施する。
目　標

赤輪ギク２系統
黄輪ギク10系統

16系統

実　績



-

基準値
（H30年度）

R3年度 R4年度 R5年度
目標値

（R13年度）

①ゴーヤーの育種素材を2系統以上選定す
る。

目　標 - - 4系統以上

成果目標
（指標）

及び達成状況

R5成果目標（指標）

農薬散布
時間

36h/10a

目　標 - - 1件 １件以上 -
②野菜の省力的減栽培技術に関する試験成
績を１件以上報告する。

実　績

【R13成果目標】
開発された品種及び栽培技術の導入により、
栽培に係る作業時間10％又は農薬や化学肥
料の使用量10％を低減する

目　標
農薬散布

時間
40h/10a

- - -

2系統以上 -

実　績 - - 5系統 6系統

- - １件 2件 -

【R13成果目標】
開発された品種及び栽培技術の導入により、
栽培に係る作業時間10％又は農薬や化学肥
料の使用量10％を低減する

目　標
農薬散布

時間
35.5h/10a

- - -
農薬散布

時間
32h/10a

③有望なキク類を６系統以上選抜する
目　標 - -

赤及び黄輪ギ
ク各1系統以上

6系統以上 -

実　績 - - 赤１,黄３系統 6系統 -

【R13成果目標】
開発された品種及び栽培技術の導入により、
栽培に係る作業時間10％又は農薬や化学肥
料の使用量10％を低減する

目　標
農薬散布

時間
27.2h/10a

- - -
農薬散布

時間
24.5h/10a

④花きの省力的栽培技術に関する試験成績
を１件以上報告する。

目　標 - 1件 １件以上 -

実　績 - 2件 2件 -

【R13成果目標】
開発された品種及び栽培技術の導入により、
栽培に係る作業時間10％又は農薬や化学肥
料の使用量10％を低減する

目　標
農薬散布

時間
33.3h/10a

- - -
農薬散布

時間
30h/10a

達
成
状
況
説
明

①ゴーヤーの選抜試験ではうどんこ病抵抗性ゴーヤーの父母本系統を6系統選抜し、目標を達成した。
②サヤインゲンの天敵昆虫を用いた害虫防除の試験成績書とオクラの適正施肥成績書を作成し目標を達成した。
③キク類の有望系統の選抜において、輪ギク、スプレーギク、夏秋ギクなど６系統選抜し、目標を達成した。
④トルコギキョウにおける環境制御の自動化試験及びキクの省力的防除機の開発の試験成績書を作成し目標を達成した。

R5-No.61

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

①3月頃にアザミウマが少発生したが、多発すると試験結果に影響を及
ぼす可能性がある。
②自動側窓開閉装置の開閉に不具合が生じる可能性がある。
③例年と比較すると好天が続いたことによって生育が早まり、栽培管理
作業に遅れが生じ、試験に影響を与えた可能性がある。
④雨が続いたことなどにより植付前の圃場管理作業が思うように進ま
ず、畝立て時にハウス内の土の細かさや湿り具合が均一ではなく、初期
の生育に影響があった可能性がある。

①病害虫の発生を防ぐには、計画的な農薬散布が必要である。
②自動側窓開閉装置の定期的な動作確認や、停電時の対策が必要
である。
③栽培管理作業に遅れが生じないようにスケジュール管理を行う必
要がある。
④雨よけや排水対策を行うとともに、十分な回数の圃場管理作業が
行える期間をとる必要がある。

①あらかじめ農薬散布のスケジュールを組むことで、病害虫発生の予防に努める。
②定期的な動作確認や換気扇の活用など、自動側窓開閉装置が停止した場合のリスク軽減対策を行う。
③気象状況の見通しを定期的に確認するとともに、状況に合わせて作業スケジュールの見直しなどを行う。
④トラクターによるローターリーを行う回数を増やすとともに、作業が天候に左右されないように早めに屋根ビニールの被覆を行う。

今後の取り組み方針



資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

27,417 27,417 21,933 5,484 0 0 0

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

－ 支出先の選定方法は妥当か。

○費目・使途については、事業報告書等を検査し、適
正である事を確認した。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○

沖縄県

交付対象
事業費

27,417千円

試験研究費
（県農業研究センター）

27,417千円

報酬、職員手当等、共済費、費用弁償、旅費、需用費、
役務費、備品購入費



10％向上
（R7年度基準）

【R12年度成果目標】
・アグーブランド豚の生産頭数の増頭

目　標 30％増頭
（R2年度基準）

【R12年度成果目標】
・繁殖性改良による繁殖能力の向上

目　標

形質データとゲノム情報から繁殖能力のゲノ
ム育種価を推定する方法の決定

目　標
推定方法の

決定

達
成
状
況
説
明

・形質データとゲノム情報から繁殖能力の遺伝的能力評価方法を決定した。

進
捗
状
況
説
明

・DNA情報を96頭分収集した。
・繁殖性の選抜基準となる形質について100頭調査した。

成果目標
（指標）

及び達成状況

R5成果目標（指標）

肉質改良検証による選抜雄種豚能力の評価

繁殖性の改良目標の設定
目　標 改良目標設定

活動目標
（指標）

及び進捗状況

DNA情報の収集：67頭
目　標

基準値
（○○年度）

R3年度 R4年度 R5年度

実　績 決定した

67頭

96頭

設定した

100頭

100頭

目標値
（R12年度）

繁殖性の選抜基準となる形質の調査：100頭
目　標

実　績

実　績

実　績 実施した

目　標 評価の実施

実　績

R5活動目標（指標）
進捗状況

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

肉質改良の検証：2農場4頭
目　標 2農場4頭

実　績 2農場4頭

4,964

6,261

Ｂ．執行済額 10,026 7,973 6,205

執行率（％）(B/A) 94.2% 92.5% 99.1%

Ｃ．次年度繰越額 0 0 0

0 0 142

R5年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 10,648 8,619 6,119

(b)予算現額 10,648

Ａ．計(b+d) 10,648予算額・
執行額

【単位:千円】

　R3年度 R3年度（繰越） R4年度 R4年度（繰越）

8,619

(d)前年度繰越額

0 8,619 0

うち交付金充当額 8,021 6,379

予算の状況の説明
・会計年度任用職員の給与引上げに伴い、予算現額に増額が生じた。
・執行率は99.1％であり、概ね計画的に執行できた。

6,261

(c)増減額(b-a) 0 0

事業内容 繁殖能力の形質調査を引き続き行うとともに、形質データとゲノム情報から繁殖能力のゲノム育種価を推定する方法を決定する。

効果発現年度 　　■当年度　　　　　■後年度（R7年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

農林水産部　農林水産総務課
事業実施

（予定）年度
H25～R7 年度 沖縄振興基本方針

該当箇所

R5-No.62

令和５年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

62 沖縄アグー豚ゲノム育種推進事業 新沖縄21世紀ビジョン
基本計画該当箇所

（第４章）

3-⑺-ｵ-③

地域特性を最大限に生かした
農林水産技術の開発と普及

担当部課名
Ⅲ－１－（６）

実　績

調査の実施目　標繁殖性の選抜基準となる形質の調査

実　績

192頭目　標
形質情報の収集：192頭

192頭

調査を実施した



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○委託事業者は公募型プロポーザル方式により企
業組織、実績、知識等を勘案した上で選定しているこ
と、さらに委託業務の進捗状況を確認しており、妥当
であったと考えている。
○費目、使途については支出に関する関係書類によ
り、事業目的に沿って適切に執行されているか確認
を行ったところ、適切に執行されていた。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

06,205 6,205 4,964 1,241 0 0

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・遺伝的多様性が極めて低いことに加え、現状の生産供給体制では恒
常的な集団維持への影響が懸念される。

・ゲノム情報や血統情報、それに紐づく肉質、発育性および繁殖性等の
情報の管理方法が統一されていない。

・生産現場で活用していく体制作りが脆弱である。

・ゲノム情報と血統情報を活用して、繁殖能力の遺伝的能力評価方
法を開発し、遺伝的多様性を維持した沖縄アグー豚の恒常的な生産
体制を構築していく必要がある。

・ゲノムや血統情報、それに紐づく形質データについてデータベース
化を図る必要がある。

・生産現場で事業成果を活用していくために、関係機関と推進体制を
構築し、連携を図っていく必要がある。

R5-No.62

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

・遺伝的多様性の維持や生産供給体制を改善するために、問題点とその課題の抽出を行い、ToDoリストを作成し、実行する。

・ゲノム情報、血統情報、形質データのデータベースの作成に取り組む。

・事業成果の生産現場実装に向けた課題共有や推進体制を促進するために、関連する協議会等の場を活かしながら関係機関と連携を図る。

今後の取り組み方針

沖縄県

交付対象
事業費

6,205千円

試験研究費
（県畜産研究センター）

3,816千円

委託料
2,389千円

国立研究開発法人農業・食
品産業技術総合研究機構
生物機能利用研究部門

2,389千円

試験研究補助の経費（報酬） 1,915千円
試験研究補助の経費（職員手当等）412千円
非常勤職員社会保険料（共済費）350千円
試験実施および研究調整経費（旅費）134千円

試験研究推進のための資材購入（需用費）52千円
DNAチップおよび肉質分析手数料等（役務費）953千円

委託研究内容：
「沖縄アグー豚の遺伝的
多様性を維持しながら生
産性の改良を行う手法の
開発」



2ha/年

達
成
状
況
説
明

①植栽木調査プロットを8プロット設定し、3手法の土壌改善手法別に植栽試験を実施し、目標を達成した。
②既存造林地での調査により、3種類の改善手法を選定し、目標を達成した。

【R9年度成果目標】
本事業の成果を活用した造林事業の面積

目　標

成果目標
（指標）

及び達成状況

R5成果目標（指標）

植栽による土壌評価試験プロットの設置

環境要因による影響調査プロットの設置
目　標 2箇所

実　績 3手法

既存造林地での調査により土壌改善手法を
選定

目　標 2手法

実　績 3手法

植栽木を調査することにより土壌改善手法を
選定

目　標 2手法

活動目標
（指標）

及び進捗状況

環境要因による影響調査
目　標

基準値
（○○年度）

R3年度 R4年度

実　績 1箇所

目　標 1箇所

0.5ha×2箇所

4箇所

実　績

R5活動目標（指標）
進捗状況

R2年度 R3年度 R4年度

50地点

①0.26ha、②1.48ha 55地点

1種類

3種類
進
捗
状
況
説
明

前年度に土壌調査を実施した箇所（植栽試験地）で、4樹種を植栽した。植栽試験地と比較するため試験地近傍の自然林に
おいて土壌・植生調査を実施した。既存の造林地において植栽木の成長量調査を実施するとともに各種土壌調査を実施し
た。

R5年度
目標値

（R9年度）

選定した2種類の土壌改良方法について
植生、土壌条件から1種類を決定

目　標

実　績

実　績 1箇所

目　標 1箇所

実　績

環境要因による影響調査

R5年度

前植生調査の実施
目　標 1ha

実　績 1ha

11,138

17,179

Ｂ．執行済額 5,148 0 19,840 0 13,923

執行率（％）(B/A) 98.4% 96.7% 81.0%

Ｃ．次年度繰越額 0 0 0 0

0 0 0 0 ▲ 142

R5年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 5,234 0 20,527 0 17,321

(b)予算現額 5,234

0 0 0 0 0

Ａ．計(b+d) 5,234

年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

予算額・
執行額

【単位:千円】

　R3年度 R3年度（繰越） R4年度 R4年度（繰越）

0 20,527 0

(d)前年度繰越額

0 20,527 0

うち交付金充当額 4,118 0 15,872 0

予算の状況の説明

耕作放棄地等造成未利用地（非農地）を造林地として有効に活用するため、令和4年度から新規事業（令和
2年度、令和3年度で実施した沖縄産早生樹利用促進事業の後継事業）として、植栽予定箇所の植生及び土
壌調査、既存の造林地における生育不良の箇所調査、生育不良となった原因の検討に要する経費として委
託料、備品費、事務費等を計上した。執行率は81.0％であり、試験地整備に係る委託業務で盛土量を最小
化したことによる執行残が発生したことによるものである。

17,179

(c)増減額(b-a)

R5-No.63

令和５年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

63 持続可能な森林造成支援システムの構築事業 新沖縄21世紀ビジョン
基本計画該当箇所

（第４章）

3-⑺-ｵ-③

地域特性を最大限に生かした
農林水産技術の開発と普及

担当部課名
III-1-(6)

事業内容
　耕作放棄地等造成未利用地（非農地）を造林地として有効に活用するため、前植生及び土壌調査箇所において樹木を植栽し、初
期成長を調べる。また、既存の造林地において生育不良の箇所を調査（土壌、環境）し、生育不良となった原因を検討する。

効果発現年度 　　□当年度　　　　　■後年度（令和9年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

農林水産部　農林水産総務課
事業実施

（予定）年度
R2～R8

実　績

1500㎡目　標土壌分析調査の実施（1haのうち植生
が特徴的な1500m2を対象）

実　績

0.5ha植栽目　標
植栽による土壌評価試験の実施

0.5ha植栽

2500㎡



0

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○委託先の選定については、特殊性の高い業務であ
り、公募型プロポーザル方式により適正に選定した。
○費目・使途については、事業報告書等支出に関す
る関係書類により、事業目的に沿って適切に執行さ
れていることを確認した。
○試験地整備に係る盛土は現地地形に合わせ必要
最小限とした

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

その他

13,923 13,923 11,138 2,785 0 0

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県
負担金

うち市町村
負担金

R5-No.63

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

令和5年度は植栽委託業務の発注先が、松くい虫被害木の伐倒駆除事
業のため、植栽適期に繁忙となり年度末に植栽がずれ込んだ。一方で、
植栽を実施した時期にはまとまった降雨があったが、本来植栽適期とさ
れる冬期に記録的な小雨となり、植栽に適さない天候が続いた。

令和7年度にも植栽を実施することから、不測の事態にも柔軟に対応
できるように早期発注を行う。

今後の取り組み方針

令和5年度は、4樹種・3手法の土壌改良手法により植栽を行った。令和7年度は、土壌改良手法を絞り込んだ上で多様な造林樹種を植栽する。

沖縄県

交付対象

事業費

13,923千円

委託料

8,095千円

備品購入費

717千円

①（有）協和理研 621千円

②トグチ農機サービス 40千円

③（有）協和理研 56千円

事務費

5,111千円

①持続可能な森林造成システムの構築委託業務沖縄県

環境科学センター・沖縄県緑化推進委員会共同企業体

7,386千円

②沖縄北部森林組合 709千円

沖縄県

交付対象

事業費

13,923千円

委託料

8,095千円

備品購入費

717千円

①（有）協和理研 621千円

②トグチ農機サービス 40千円

③（有）協和理研 56千円

①デジタル貫入式土壌硬度計の納品

②ホンダ刈払機の納品

③超音波洗浄機の納品

事務費

5,111千円

会計年度任用職員の経費（報酬、共済費、職員手当等） 3,889千円

試験のための資材購入（需用費） 515千円

その他事務費（報償費、旅費、役務費、使用料、燃料費） 707千円

①持続可能な森林造成システムの構築委託業務沖縄県

環境科学センター・沖縄県緑化推進委員会共同企業体

7,386千円

②沖縄北部森林組合 709千円

①環境要因による影響調査

②植栽試験地の整備・植栽



目　標
品質確認を
実施する

品質確認を
実施する

15％以内

達
成
状
況
説
明

①室内実験により高水温耐性等を有するオキナワモズクの候補株を３株選抜した。
②候補株を用い機能性成分と遺伝子特性把握、および養殖試験による品質の確認を行った。

【R13成果目標】
オキナワモズク養殖生産量の対前年度比

目　標

成果目標
（指標）

及び達成状況 実　績
品質確認を
実施した

品質確認を
実施した

②候補株の機能性成分と遺伝的特性把握、
養殖試験による品質の確認

①高水温耐等を有するオキナワモズク候補
株を3株選抜

目　標
高温耐性等候補
株３株を選抜する

試験養殖の実施 試験養殖の実施 試験養殖の実施 試験養殖の実施

実　績
試験養殖を実施

した

R5年度
目標値

（○○年度）

④候補株の試験養殖の実施
目　標

高温耐性等候補
株３株を選抜する

試験養殖を実施
した

試験養殖を実施
した

試験養殖を実施
した

進
捗
状
況
説
明

①収集した保存株を用い、室内試験により高温耐性を確認した。
②養殖試験で得られたサンプルを用い、機能性成分分析を実施した。
③候補株を福井県立大学へ提供し、ゲノム解析を実施した。
④選定した候補株を使用し、県内２海域で養殖試験を実施した。

R5成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
R3年度 R4年度

実　績
高温耐性等候補
株３株を選抜した

高温耐性等候補
株３株を選抜した

②候補株の機能性成分分析の実施
目　標 成分分析の実施 成分分析の実施

実　績
成分分析を実施

した

ゲノム解析を実施
した

ゲノム解析を実施
した

ゲノム解析を着手
した

ゲノム解析を着手
した

実　績

ゲノム解析の実
施

ゲノム解析の実
施

予算の状況の説明 執行率は96.2％であり、概ね計画的に執行できた。

活動目標
（指標）

及び進捗状況

R5活動目標（指標）
進捗状況

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

①室内実験による耐性等の確認

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標
室内実験による

耐性の確認
室内実験による

耐性の確認
室内実験による

耐性の確認
室内実験による

耐性の確認

実　績
室内実験による
耐性を確認した

室内実験による
耐性を確認した

室内実験による
耐性を確認した

室内実験による
耐性を確認した

成分分析を実施
した

③候補株のゲノム解析の実施

執行率（％）(B/A) 88.4% 97.1% 96.2%

Ｃ．次年度繰越額 0 0 0

うち交付金充当額 9,551 13,467 11,742

15,251

Ｂ．執行済額 11,939 16,834 14,678

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 13,509 17,332 15,251

(b)予算現額 13,509 17,332

Ａ．計(b+d) 13,509 0 17,332 0

(d)前年度繰越額

年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

15,251

(c)増減額(b-a) 0 0 0 0 0

R5年度　R3年度 R3年度（繰越） R4年度 R4年度（繰越）

ゲノム解析を着手ゲノム解析を着手目　標

R5-No.64

令和５年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

64 オキナワモズクの生産底上げ技術開発事業 新沖縄21世紀ビジョン
基本計画該当箇所

（第４章）

3-⑺-ｵ-③

地域特性を最大限に生かした
農林水産技術の開発と普及

担当部課名
Ⅲ－１－（６）

事業内容 モズク養殖生産量の安定化の為、高水温耐性等を有する候補株を新たに3株選抜し、その機能性成分特性を確認する。

効果発現年度 　　□当年度　　　　　■後年度（令和13年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

農林水産部　農林水産総務課
事業実施

（予定）年度
H29～R8



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
○委託事業者は、養殖管理を行い、かつ海域を熟知する
漁協が対象となるため、随意契約が妥当であったと考えて
いる。
○費目・使途については、事業目的達成の観点から必要な
ものなのか等について額の確定時において支出等に関す
る書類により確認し、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

0

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

14,678 14,678 11,742 2,936 0 0

今後の取り組み方針

①選抜した株の生産性と品質の安定性を明らかにするため、複数年における養殖試験を実施し再現性の検証を行う。
②十分量の検体数を確保するため、複数箇所からのサンプリングを行い分析に供する。
③遺伝子解析による効率的な一次選抜の手法を構築する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

R5-No.64

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

①室内実験と養殖試験により、高水温耐性を有し、かつ生産性と品質に
おいて優良と見込まれる株を選抜した。しかし、これらの選抜株の生産
性や品質が、異なる気象条件下でも同様に発現するか明らかではない。
②選抜株の機能性成分含有量について、統計的な有意差を確認する必
要がある。
③天然または養殖海域から多くの候補株を採集しており、効率的な選抜
が必要となる。

①異なる気象条件下において養殖試験を実施し、選抜株の生産性と
品質の再現性を確認する必要がある。
②統計的有意差を確認するためには、十分量の検体数を確保する必
要がある。
③効率的な選抜のため、既存株と遺伝的に異なる株を一次選抜する
必要がある。

沖縄県

交付対象
事業費

14,678千円

報酬
5,776千円

需用費
1,818千円

事務費
3,558千円

非常勤職員の報酬

養殖試験およびデータ解析

職員手当、共済費、旅費、役務費

委託料
3,526千円

モズク養殖試験委託業務
（恩納地区）

モズク養殖試験委託業務
（宮古島地区）

オキナワモズク選抜系統の
ゲノム解析に関する委託研究

恩納村漁業協同組合 564千円

宮古島漁業協同組合 942千円

福井県立大学 2,020千円



達
成
状
況
説
明

・養殖魚の調査数については、実績が13で未達成となっている。達成できなかった主な理由は、県内三大生産地の一つにつ
いてスケジュールが合わず調査を見送ったこと、及び石垣島の養殖場で継続調査中の当歳魚の生育が悪く負担が大きい採
血を延期したことによるものである。
・試験魚の調査数については、予備試験５、給餌試験４０、継続調査１０となり目標を達成した。

115%【R13成果目標】ミーバイ養殖における生産額 目　標 100% - - -

-

実　績 - - -
養殖魚13、試
験魚55検体

-

- - 選定の実施 - -

進
捗
状
況
説
明

・養殖魚の血液性状と給餌飼料の調査の実施については、養殖経営体への説明と調査スケジュール調整、及び調査補助者
の確保等の準備を計画的に進めたことにより、目標を達成した。

成果目標
（指標）

及び達成状況

R5成果目標（指標）
基準値

（H30年度）
R3年度 R4年度

血液性状と給餌飼料の調査の継続
目　標 - - -

R5年度
目標値

（R13年度）

健康状態の指標となり得る血液成分の候
補を選定する。

目　標 - - 選定の実施 - -

実　績

養殖魚、試験
魚：各50検体

目　標 - -
５品目

-

実　績 - -

給餌試験の実施
目　標 - -

3種類の飼料によ
る比較

-

実　績 - -
2種類の飼料によ

る比較

８品目 -

予算の状況の説明

・養殖現場における生残率低下問題に対応するため、令和４年度から新規事業（平成27～令和３年度で実
施したおきなわ産ミーバイ養殖推進事業の後継事業）として、飼育試験や血液の採取・分析等に要する需用
費等を計上した。
・執行率は95.3％であり、概ね計画的に執行できた。

活動目標
（指標）

及び進捗状況

R5活動目標（指標）
進捗状況

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

養殖魚の血液性状と給餌飼料の調査の
実施

予算額・
執行額

【単位:千円】

-

目　標 - -
50検体以上、
５経営体以上

調査の実施

実　績 - - 40検体、３経営体
うるま市と石垣市

で調査を実施

-

検討添加物のポリフェノール量測定

執行率（％）(B/A) 94.6% - 81.2% - 95.3%

Ｃ．次年度繰越額 0 - 0 - 0

うち交付金充当額 7,024 - 4,879 - 4,772

6,257

Ｂ．執行済額 8,781 - 6,099 - 5,965

0 - 0 - 0

Ａ．計(b+d) 9,279 - 7,512 -

(d)前年度繰越額

6,257

(c)増減額(b-a) 0 - 0 - 0

R5年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 9,279 - 7,512 - 6,257

(b)予算現額 9,279

　R3年度 R3年度（繰越） R4年度 R4年度（繰越）

- 7,512

事業内容 　養殖生産者の経営安定を図るため、血液分析等をとりいれた健康状態評価に関する研究を行う。

効果発現年度 　　■当年度　　　　　■後年度（令和13年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

農林水産部　農林水産総務課
事業実施

（予定）年度
H27～R8 年度 沖縄振興基本方針

該当箇所

R5-No.65

令和５年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

65 ミーバイ養殖高度化に向けたガンジュー（健康）評価事業 新沖縄21世紀ビジョン
基本計画該当箇所

（第４章）

3-⑺-ｵ-③

地域特性を最大限に生かした
農林水産技術の開発と普及

担当部課名
Ⅲ－１－（６）



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○備品購入や分析手数料等高額な支出についても、
県の規則やガイドラインに基づき適切な随意契約が
行っており、妥当と考えられる。

○電気料金を事業での実使用量の一部分に基づき
算定するなど、過大請求を生じない対策がなされてい
る。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

0

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

5,965 5,965 4,772 1,193 0 0

今後の取り組み方針

・石垣島の養殖場生産者と連絡を密にとり、生育状況の把握と改善に配慮することで、病気等の発生を回避し確実に調査を実施していく。
・普及指導員等と連携し、日帰り出張やメール聞き取り等により沖縄本島養殖場の調査を実施する。
・スケジュールを踏まえた事前準備作業により、水槽利用可能期間を最大限に活用した飼育試験に取り組む。
・貝類用水槽等に配管等の必要機能を整備することで、飼育水槽を確保する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

R5-No.65

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・電気代や飼料価格、人件費の高騰によりR6は調査旅費を大幅に削減
した。
・これにより、石垣島の養殖場での継続調査を確実に実施することが養
殖魚データ収集上重要となった。
・R6～8年度に一時的に養殖用ミーバイ種苗の生産業務で当施設の水
槽が使用されることから、試験や飼育に利用する水槽確保が課題となっ
ている。

・養殖場調査のアポ取りや事前準備をより入念に行う必要がある。
・沖縄本島の養殖場調査については、関係機関との連携を深め、より
効率的に実施する必要がある。
・既存魚類用水槽の利用調整、水槽の用意が必要である。

試験研究費
5,965千円

試験研究補助の経費（報酬、職員手当、共済費） 2,458千円

試験研究推進のための資材購入（需用費） 2,803千円

その他事務費 704千円

沖縄県

交付対象
事業費

5,965千円



R5-No.85

令和５年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

85 沖縄型森林環境保全事業 新沖縄21世紀ビジョン
基本計画該当箇所

（第４章）

3-⑺-ｶ-②

自然環境に配慮した森林及び
林業生産基盤の整備

担当部課名
Ⅲー10－（1）

事業内容
沖縄の貴重な森林を守るために、市町村等関係機関と協同して地域の状況に応じた防除戦略を策定するとともに、沖縄の森林に対
する被害の大きい松くい虫や南根腐病について防除を行う。

効果発現年度 　　■当年度　　　　　□後年度（　　　　年度）

実施方法  　 □直接実施　　　　■委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

農林水産部　森林管理課
事業実施

（予定）年度
H29～R6 年度 沖縄振興基本方針

該当箇所

92,832

(c)増減額(b-a) 20,054 0 42,859 0 0

R5年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 49,707 43,853 92,832

(b)予算現額 69,761

　R3年度 R3年度（繰越） R4年度 R4年度（繰越）

86,712

0 0 0

Ａ．計(b+d) 69,761 0 86,712 0

(d)前年度繰越額

うち交付金充当額 53,856 65,506 73,386

92,832

Ｂ．執行済額 73,526 87,283 91,753

執行率（％）(B/A) 105.4% 100.7% 98.8%

Ｃ．次年度繰越額 0 0 0 0

予算の状況の説明
・予算額、執行済額には市町村負担金が含まれる。
・執行率は98.8％であり、概ね計画的に執行できた。

活動目標
（指標）

及び進捗状況

R5活動目標（指標）
進捗状況

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

松くい虫防除のため伐倒駆除を700㎥、樹幹
注入を8,500本実施する。

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 - -
伐倒駆除 536m3
樹幹注入 8,000本

伐倒駆除 700m3
樹幹注入 8,500本

実　績 - -
伐倒駆除 727m3
樹幹注入 8,211本

伐倒駆除 851m3
樹幹注入 9,615本

モデル防除の実
施

南根腐病の防除手法に関する勉強会を開催
し、２樹病の普及啓発を行う。

目　標 - - 勉強会の開催 勉強会の開催

実　績 - -

学校や住宅地周辺等、人の往来の激しい地
域で、南根腐病の土壌くん蒸剤を用いたモデ
ル防除を実施する。

目　標 - -
モデル地区の選

定
モデル防除の実

施

実　績 - -
モデル地区の選

定

勉強会の開催 勉強会の開催

進
捗
状
況
説
明

・令和５年度沖縄型森林環境保全事業において、松くい虫被害木の伐倒駆除を851m3実施した。また、感染防止のための樹
幹注入を薬剤数9,615本（対象松本数1,921本）実施した。
・南根腐病の土壌くん蒸剤を用いたモデル防除を実施した。
・上記モデル防除実施の際、関係者を対象とした勉強会を同時開催した。

R5成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
R3年度 R4年度

成果目標
（指標）

及び達成状況

達
成
状
況
説
明

　松くい虫被害量については、目標946m3に対し、実績が13,890m3で未達成となっている。達成できなかった主な理由は、久
米島町での爆発的な被害拡大によること、沖縄本島北部地域での被害増加によるものである。
　南根腐病については、モデル防除を実施することで安全対策等を検証することができ、勉強会を同時開催することで防除方
法について普及啓発できたため、達成できた。

R5年度
目標値

（○○年度）

松くい虫被害量を946m3以下にする。
目　標 - - - 946m3 -

実　績 - - - 13,890m3

住宅地や学校施設等において土壌くん蒸剤を用
いた南根腐病防除を実施するため、必要な安全
対策等を検証すると共に、南根腐病の病状及び
防除方法について普及啓発を行う。

目　標 - - -
モデル防除、

普及啓発
-

実　績 - - -
モデル防除、

普及啓発
-

-

防除戦略検討委員会の開催

目　標
検討委員会の開

催
検討委員会の開

催
－ －

実　績
検討員会の設置

メールや資料送付による
意見収集

Web会議形式による
検討委員会の開催

－ －

松くい虫被害への対応　340㎥

目　標
被害木等の
駆除の実施

被害木等の
駆除の実施

－ －

実　績
被害木等の
駆除の実施

被害木等の
駆除の実施

－ －

石垣島における南根腐病被害の実態調査を完了
する。また、前年度選定した試験地2箇所で、南根
腐病に効果のある土壌くん蒸剤を用いた、モデル
防除を実施する。

目　標 実態調査の実施
モデル防除試験地の選定

実態調査の実施
モデル防除試験地の選定 － －

実　績
宮古島の実態調査完了
モデル防除試験地2箇所

選定

石垣島の実態調査完了
モデル防除を試験地2箇

所で実施
－ －



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・松くい虫
沖縄本島北部において、ドローンや衛生画像、目視調査により被害を把
握し、被害の北上化を防止するために適切な駆除を実施できた。しかし、
対策が追い付かず、北部地域の各地で被害が拡大している。
また、久米島町において、貴重なマツを保全するため、町が主体となり防
除を実施しているが、被害の奥地化、労力不足により、対策が追い付い
ていない。

・松くい虫
引き続き被害状況を把握し、適切な駆除を実施する。沖縄本島北部・
久米島町ともに有識者の助言を得ながら、本島北部においては、被害
北上化の防止や被害拡大の抑制、久米島町においては、貴重なマツ
を保全するため、引き続き周辺被害木の駆除や樹幹注入による予防
を行う。
また、補助金執行をさらに早め、伐倒駆除量の増加を図る。

今後の取り組み方針

令和6年度実施内容
・松くい虫防除事業の評価・検証と防除戦略の更新
・松くい虫防除の実施（伐倒駆除・樹幹注入）
・南根腐病モデル防除結果のとりまとめ、とりまとめ結果の普及啓発

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

11,534 6,833 0

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

95,277 91,753 73,386 3,524

R5-No.85

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○委託事業者は、企業組織、実績、知識等を勘案し
た上で選定しており妥当であったと考える。
○受益者（市町村）負担については、沖縄特別振興対
策事業で実施した「リュウキュウマツ景観保全対策事
業」の補助率（国：県：市町村＝8:1:1）を参考に設定し
ており、妥当である。
○費目・使途については、額の確定時において支出
等を確認しており適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

沖縄県

交付対象

事業費

91,753千円

委託料

22,891千円

補助金

68,144千円

事務費

717千円 需用費・旅費

株式会社沖縄環境分析センター・

日本工営株式会社共同企業体

13,892千円

東村、大宜味村、今帰仁村、宜野座村、金武

町、名護市、恩納村、読谷村、うるま市、北

谷町、北中城村、嘉手納町、八重瀬町、浦添

市、久米島町

68,144千円

（うち市町村負担金 6,833千円）

沖縄北部森林組合

8,999千円

令和5年度森林病害虫戦略的防除
調査検討委託業務

令和5年度松くい虫防除対策事業

松くい虫防除に係る経費の補助



・令和２年度末時点（1,827件）を基準として、年間75件増加を想定し、令和５年度末時点で2,052件を目標としたところ、実績
が2,006件と概ね達成した（達成率97.8%）。

進
捗
状
況
説
明

・農家モデルほ場でマニュアル作成に向けた施設栽培2品目（ピーマン、キュウリ）に加えて、露地栽培3品目（にんじん、葉野
菜2品目）の検証栽培を行い、データを収集することができた。
・前事業で作成した品目別マニュアル（さやいんげん、ゴーヤー、トマト、オクラ、かぼちゃ）を活用し、農家圃場で技術を実証
し、また現地検討会やリモート研修等にてＪＡ営農指導員、普及指導員、農家等に周知することができた。

成果目標
（指標）

及び達成状況

R5成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
R3年度 R4年度 R5年度

目標値
（○○年度）

環境保全型農業の実践数
目　標 - - 1977件 2052件 -

実　績 - - 1967件 2006件 -

達
成
状
況
説
明

目　標 - - 5品目 5品目

実　績 - - 5品目

予算の状況の説明 執行率は98.6％であり、概ね計画的に執行できた。

活動目標
（指標）

及び進捗状況

R5活動目標（指標）
進捗状況

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

・園芸戦略品目の実証栽培、栽培マニュア
ル作成基礎データ収集（５品目）

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 - - 5品目 5品目

実　績 - - 5品目 5品目

5品目

・特別栽培農産物の栽培技術の普及、環境
保全型農業の周知（５品目）

執行率（％）(B/A) 97.5% 98.6% 98.6%

Ｃ．次年度繰越額 0 0 0

うち交付金充当額 25,544 29,745 29,747

37,718

Ｂ．執行済額 31,930 37,181 37,184

Ａ．計(b+d) 32,737 0 37,718 0

(d)前年度繰越額

37,718

(c)増減額(b-a) 0 0 0 0 0

R5年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 32,737 37,718 37,718

(b)予算現額 32,737

　R3年度 R3年度（繰越） R4年度 R4年度（繰越）

37,718

事業内容
特別栽培農産物認証などの環境保全型農業のさらなる推進を目的に、特栽水準の栽培技術に関するマニュアル作成のための実証
を行う。また、生産者や関係機関に制度の周知や栽培技術の普及を図る。
　有機JAS水準の栽培可能性を検証する。

効果発現年度 　　■当年度　　　　　□後年度（　　　　年度）

実施方法  　 □直接実施　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

農林水産部　営農支援課
事業実施

（予定）年度
H31～Ｒ6 年度 沖縄振興基本方針

該当箇所

R5-No.69

令和５年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

69 特別栽培農産物認証等推進・普及事業 新沖縄21世紀ビジョン
基本計画該当箇所

（第４章）

3-⑺-ｷ-①

環境に配慮した持続可能な農
林水産業の推進

担当部課名
Ⅲ－１－（６）



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
○委託業者は、公募型企画提案競争（プロポーザル
方式）によって選定したため、妥当であったと考える。

○費目、使途については、事業報告書等を検査し、
適正であることを確認した。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

0

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

37,184 37,184 29,747 7,437 0 0

R5-No.69

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・認証制度の認知度向上、確立した栽培技術（栽培マニュアル）の普及
を図る必要がある。

・制度の認知度向上や栽培技術（栽培マニュアル）の普及のため、生
産者や関係団体等に対して、勉強会や実証ほ場での現地検討会を
開催する必要がある。

今後の取り組み方針

・出荷団体等や生産者に対して、特栽マニュアルの勉強会や実証圃場での現地検討会を実施する。

沖縄県

交付対象
事業費

37,184千円

株式会社マイファーム
37,184千円

委託料
1,500千円

事務費、事業費
35,684千円

沖縄協同青果
株式会社

委託料
37,184千円

マーケット調査

マニュアル作成業務



R5-No.82

令和５年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

82 沖縄型耕畜連携推進事業 新沖縄21世紀ビジョン
基本計画該当箇所

（第４章）

3-⑺-ｷ-①

環境に配慮した持続可能な農
林水産業の推進

担当部課名
Ⅲ－1－（６）

事業内容

本県の酪農経営の課題のひとつとなっている家畜排せつ物処理問題について、現状・課題を分析し、具体的な対策方針を策定・普及
することで、耕畜連携の体制を推進し酪農振興を支援を図る。
①作物栽培試験
②モデル地区における耕畜連携推進

効果発現年度 　　■当年度　　　　　■後年度（　　R8　　年度）

実施方法  　 □直接実施　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

農林水産部　畜産課
事業実施

（予定）年度
H29～R6 年度 沖縄振興基本方針

該当箇所

14,318

(c)増減額(b-a) 0 － 0 － 0

R5年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 14,259 － 14,568 － 14,318

(b)予算現額 14,259

　R3年度 R3年度（繰越） R4年度 R4年度（繰越）

－ 14,568

－ － － － －

Ａ．計(b+d) 14,259 － 14,568 －

(d)前年度繰越額

うち交付金充当額 11,340 － 11,644 － 11,382

14,318

Ｂ．執行済額 14,175 － 14,555 － 14,227

執行率（％）(B/A) 99.4% － 99.9% － 99.4%

Ｃ．次年度繰越額 0 － 0 － 0

予算の状況の説明

・酪農環境課題の解決及び耕畜連携を推進を図るため、令和４年度から新規事業（平成29～31年、令和３年
に実施した沖縄型畜産排水対策課題解決モデル事業の後継事業）として、環境対策事例の作出及び実証試
験等に要する経費として委託料等を計上した。
・執行率は99.4％であり、概ね計画的に執行できた。

活動目標
（指標）

及び進捗状況

R5活動目標（指標）
進捗状況

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

飼料作物の栽培試験

予算額・
執行額

【単位:千円】

－

目　標 - - - ２期

実　績 - - - ３期

１回

講習会開催
目　標 - - １回 -

実　績 - -

意見交換会開催
目　標 - - １回 １回

実　績 - - １回

２回 -
進
捗
状
況
説
明

・飼料作物の栽培試験について、液肥をデントコーンに散布して嗜好性や飼料成分を把握する実証試験を実施した。
・モデル地区における耕畜連携の推進について、集約処理システムに係る情報提供を行う意見交換会を実施した。

R5成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
R3年度 R4年度

成果目標
（指標）

及び達成状況

達
成
状
況
説
明

①飼料作物の栽培試験について、液肥をデントコーンに散布して嗜好性や飼料成分を把握する実証試験を３期作実施した。
②モデル地区における耕畜連携の推進について、集約処理システムに係る情報提供を行う意見交換会を１回実施した。

- - ３期

５件
【R８成果目標】
・南部地域酪農家と耕種農家等の堆肥・液肥
利用の推進

目　標

講習会開催（１回）
目　標

意見交換会開催（１回）
目　標 - １回

R5年度
目標値

（○○年度）

液肥散布による飼料作物の栽培試験を実施
（２期）

目　標 - - ２期

実　績

１回

実　績 - １回 １回

- １回 -

実　績 - ２回 -



沖縄県

交付対象事業費

14,227千円

委託費

14,227千円

一般社団法人沖縄県環境科学
センター・株式会社建設技術研

究所共同企業体

沖縄型耕畜連携推進事業に
係る業務委託

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○委託事業者は公募型プロポーザル方式を採用し、
一連の契約に係る見積書及び企画提案書等を徴し選
定しており、妥当であったと考える。
○費目・使途については事業目的達成の観点から必
要なものなのか額の確定時において支出等に関する
書類により確認、適正であった。費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○ 支出先の選定方法は妥当か。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○

改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

①実証試験について、液肥の活用先の選択肢の一つであるデントコーン
における収量、栄養価および嗜好性を検証することができたが、台風被
害や害虫被害を防ぐことが課題とねっている。

②耕畜連携について、畜産側だけでなく、耕種側（使う側）との連携が課
題となっている。

①播種および農薬散布のタイミングについて、検討を行う必要がある。

②家畜ふん尿の資源循環を促進するために、耕種側へのヒアリングの
実施や意見交換等の取り組みが必要である。

今後の取り組み方針

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化）

①R5年度の情報収集・調査を基に作成した栽培試験のスケジュールにて、生育調査及び播種前・刈取り後の適切な時期に土壌分析・飼料成分分析
等を行う。

②耕種農家を交えた意見交換会を開催する。

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

R5-No.82

11,38214,227 14,227 02,845 0 0
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